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序     文 
 

ウクライナでは、1991年にソ連邦からの独立以降、積極的に市場経済化を進めた結果、経済の

マイナス成長やハイパーインフレにより、国の経済は大きく傾きましたが、その後の様々な改革

の進展により、2000年以降は経済成長がみられました。最近では2009年のリーマンショックによ

る金融危機がウクライナにも波及し、経済は大打撃を受けましたが、政府の経済改革により立ち

直りをみせつつあり、経済基盤固めと安定化が課題となっています。 

わが国は、ウクライナの経済発展及び同国と日本との友好関係の促進を目的としたプロジェク

トの要請を受け、「ウクライナ日本センタープロジェクト」の実施が決定しました。これを受け、

JICAは2006年5月から5年間の計画で、ウクライナ日本センターにおいて活動の三本柱（ビジネス

プログラム、日本語コース、相互理解促進事業）の実施体制確立を目標とした技術協力プロジェ

クト「ウクライナ日本センタープロジェクト」を開始するに至り、現在同プロジェクトを実施し

ています。 

今般、協力期間の終了にあたり、プロジェクトの目標達成状況を確認するため、2010年12月7日

から24日にかけて終了時評価調査団を現地に派遣、ウクライナ側ステークホルダーと合同評価を

実施しました。本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものであり、プロジェクトの終

了後の自立発展及び上位目標の達成とともに、他国での日本センター事業の効果的な実施のため、

広く活用されることを願うものです。 

本調査にご協力いただきました関係者の皆さまに深い謝意を表するとともに、一層のご支援を

お願いする次第です。 

 

平成23年3月 

 

独立行政法人国際協力機構 
公共政策部長 中川 寛章 
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終了時評価結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ウクライナ 案件名：ウクライナ日本センタープロジェクト 

分野：民間セクター開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：公共政策部日本センター課 協力金額：約4.32億円（終了時評価時点） 

先方関係機関：キエフ工科大学 （R/D）：2006年5月～2011年5月 

 日本側協力機関：国際交流基金 協力期間 

（延長）：無し 他の関連協力：無し 

１－１ 協力の背景と概要 

ソ連邦の崩壊に伴い、ウクライナは1991年8月に独立した。独立後直ちに市場経済への移行を開始

し、1992年にIMF加盟また1994年には世銀とIMF支援による経済計画に着手したが、マイナス成長

と極端なインフレが続き、1996年にデノミを実施するとともに新通貨（Hryvnia）を導入する状況と

なった。その後経済再建が行われ、2000年にいたり、独立以来最初のGDPプラス成長がみられた。

鉄鋼と農業部門を中核とした高度経済成長は、それ以降2008年に始まる世界金融不況まで続く。こ

のような状況のなかで、市場経済化はなお中途の段階にあり、様々な経済改革が実施されている。

 

JICAは同国の市場経済分野の人材育成を支援し、またわが国の対市民外交の一環として「顔の見

える協力」を実現することを目的に、キエフ工科大学（NTUU“KPI”）（以下、「KPI」と記す）を実

施機関とする技術協力プロジェクト「ウクライナ日本センタープロジェクト」を2006年5月から2011

年5月までの5年間の協力期間で実施している。ウクライナ日本センター（UAJC）では、「ビジネス

プログラム」（BP）、「日本語コース」（JLC）、「相互理解促進事業」（MUP）の3つを柱に、同国の市

場経済化を担う民間セクターの人材育成、日本語教育及び文化事業を行っている。2011年5月のプロ

ジェクト終了を迎えて本終了時評価調査が実施された。 

 

１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、ウクライナの市場経済化の定着と、わが国とウクライナとの相互理解促進の

ため、UAJCにおけるBP、JLC及びMUPの三本柱への支援を行うことにより、UAJCが、その機能と

役割を果たせるための体制を構築することを目的とする。 

 

（１）上位目標 

UAJCが、ウクライナの経済成長や様々な分野における日本・ウクライナ間の協力をより一層

促進するための拠点となる。 

 

（２）プロジェクト目標 

UAJCが、「ウクライナの経済成長に資する人材の育成」と「日本・ウクライナ両国の社会・

経済・文化面における交流関係促進」という統合的機能を果たすための体制が整備され、かつ

UAJCがその役割を果たすようになる。 

 

（３）成果 

１）ウクライナの大学及び産業界のニーズに合致したBPを提供する体制及びノウハウが整うと

ともに、ウクライナの経済成長に資する人材を育成するための一定のプログラムが実施され

る。 
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２）日本・ウクライナ間の社会・経済・学術・文化などの相互交流を促進させるためのウクラ

イナにおける日本語教育の拠点としての体制が構築される。 

３）日本・ウクライナ間の社会・経済・学術・文化面についての情報及び知識の収集と相互発

信のための体制が構築されるとともに、上述した分野での情報と知識の双方向での発信が行

われる。 

４）日本・ウクライナ側関係機関の協力・支援のもと、UAJCが自立的に運営されることが可能

な体制基盤が整備される。 

 

（４）投入 

１）日本国側：総投入額4.32億円 

・長期専門家派遣 計129.0人月（予定） 

・短期専門家派遣 延べ41人（2010年11月末） 

・現地スタッフ雇用 9人（2010年11月末現在） 

・在外事業強化費 0.7億円（88万米ドル、2010年9月末現在） 

・研修員受入れ 47名（2010年11月末現在） 

・機材供与 視聴覚機器、複写機、コンピューター、図書など 

２）相手国側 

・人員配置 カウンターパート計3名（所長、副所長、会計） 

・運営経費負担 0.5億円（57万米ドル、2010年9月末現在） 

・土地・施設提供 UAJC施設（キエフ市） 

２．評価調査団の概要 

調査団 （１）総 括  伏見 勝利 

JICA公共政策部ガバナンスグループ日本センター課長 

（２）日本語コース評価計画  鈴木 勉 

国際交流基金日本語事業グループ日本語教育支援部講座チーム長 

（３）日本語コース評価分析  阿部 洋子 

国際交流基金教師研修チーム長 

（４）協力企画  水野 由起子 

JICA公共政策部ガバナンスグループ日本センター課主任調査役 

（５）評価分析  寺尾 豊光 

水産エンジニアリング（株）主査 

調査期間 2010年12月7日〜24日 評価種類：終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）成果の達成状況 

成果の達成状況を以下に要約する。UAJCを取り巻く状況に円滑に対処しつつ所定の指標につ

いて実績を上げていることが特徴で、いずれの成果も達成されたと判断できる。 

    

１）成果1：「ウクライナの大学及び産業界のニーズに合致したBPを提供する体制及びノウハウ

が整うとともに、ウクライナの経済成長に資する人材を育成するための一定のプログラムが

実施される。」 

    

2010年11月末時点でのBPにおける各種セミナー及びイベントの延べ実施回数は140回で、

受講者数は延べ6,379人に達した。2008年11月の中間レビュー時点では、2,136人であったこと
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から、この間大きく増加している。プロジェクト前半期間では一般的な経営研修が実施され

ていたが、2009年以降からは家具製造業者協会、プロジェクト管理協会等の業界団体・政府

機関と連携して、求められる研修内容を探るアプローチが取られた。その結果は、20回余の

セミナーが実施され、またキエフ市のVAB銀行、ドネツク市所在のRolling Plant and Electro 

Steel社等の企業の求めに応じて、企業内研修が21回実施されるなど、受講者数の急増につな

がっている。 

 

２）成果2：「日本・ウクライナ間の社会・経済・学術・文化などの相互交流を促進させるため

のウクライナにおける日本語教育の拠点としての体制が構築される。」 

    

2010/2011年の学年では、長期は9コース、また短期は3コースが実施されている。JLCの全

定員204人に対し応募者は333人に達しており、高い応募倍率を維持している。「日本語教育学

セミナー」4回、「日本語スピーチコンテスト」5回、「日本語能力試験」5回の共催等を通じて

ウクライナ日本語教師会への支援を継続している。 

 

３）成果3：「日本・ウクライナ間の社会・経済・学術・文化面についての情報及び知識の収集

と相互発信のための体制が構築されるとともに、上述した分野での情報と知識の双方向での

発信が行われる。 

    

2010年10月末までに合計356件のMUPが実施された。2010年10月末時点の定期文化講座（囲

碁、茶道、生け花など）の受講者の総数は計765人である。また、他のイベントとフォーラム

の参加者数は計49,354人であった。2010年11月末までの図書室利用者数は延べ36,468人、また

図書室利用者登録数は延べ1,253人であった。 

 

４）成果4：「日本・ウクライナ側関係機関の協力・支援のもと、UAJCが自立的に運営されるこ

とが可能な体制基盤が整備される。」 

    

以上のプログラムのうち、ほとんどの事業やイベントは有料で提供されている。JLCにつ

いては、2009年度には3万米ドルを超える収益を上げており、講師への謝金やスタッフ給与等

の経費を賄える状況になっていると報告されている。なお、UAJC全体では、すべての経費を

賄うにいたっておらず完全な独立採算ではない。しかし、UAJCはもともとKPIの一組織であ

り、その存在意義による間接的な収益やメリットが大いに期待されるほどのステータスを築

き上げているため、KPIによる支援も排除せずに収支バランスの均衡を図ることが現実的で

ある。組織体制面では、センター職員は、個々のプログラム内容の企画、ウクライナのパー

トナー組織との調整、プログラムの実施、事後のアンケート調査等のBP、JLC及びMUPを実

施するうえで必要なタスクを実行する能力を備えるにいたっている。 

 

（２）プロジェクト目標の達成状況 

「UAJCが、『ウクライナの経済成長に資する人材の育成』と『日本・ウクライナ両国の社会・

経済・文化面における交流関係促進』という統合的機能を果たすための体制が整備され、かつ

UAJCがその役割を果たすようになる。」 

    

プロジェクトの成果１～３にあるとおり、各事業における評価は高く、多くの受講生を集め

て事業を実施した。また、各事業の参加者からの満足度も高く、いずれの事業も9割を超える参

加者が「満足した」と回答している。また、ビジネスプログラムを通じて実際に効果を伴った
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事例数も、日系企業との業務提携例は2社、あるいは業務提携まで行かずとも一定の成果を上げ

た企業が12社あった。 

これらの成果にかんがみると、必要な人材と組織制度に係る両方の見地から、UAJCは、ウク

ライナ市民への経営管理研修、日本語教育及び文化事業に係るサービスが提供可能な組織に成

長するにいたったといえる。また、これらの組織機能は、なおKPIとJICAからの財務的な投入

に依存するものではあるが、一個のプロジェクトが担当すべき範囲からみる限り、本プロジェ

クトはプロジェクト目標に示されるところに沿ってUAJC組織を育成することに成功したとい

える。その結果として、UAJCは対象となる受益者のニーズによく合致する形でサービスの日常

的な提供ができるようになっている。以上の考えから、プロジェクト目標は達成されることは

確実であると判断できる。 

 

３－４ 5項目評価 

（１）妥当性 

高い。 

ウクライナ政府は、開発政策として「2005-2007年国際技術協力促進のための戦略」を掲げ、

国家として重視すべき基本的方向性として、国民経済の競争力強化や中小企業振興を掲げ、経

済成長に基づく貧困削減に向けた取り組みを行っており、本プロジェクトはまさにそれに呼応

する形で開始されるにいたっている。 

また、外務省の対ウクライナ国事業展開計画（2010年8月）に示されるように、ウクライナへ

の優先的な援助として、日本はその市場経済化を支援してきており、そのためUAJCの重点目的

の一つにBPの実施が置かれ、主に経営管理研修を通した人材育成を想定して事業を行うことと

なった。しかしながら、ウクライナでは研修提供者間の競合が極めて大きく、単に経営研修の

基礎コースを開設するだけでは、受講者を引き付けるには不十分であったため、2009年以降の

段階で、UAJCは業界団体との協力を通じて多数のBPを開発し、これら業界団体のニーズに応

える手段を講じるほか、規制政策企業活動国家委員会（SCURPE）などの関連組織からの支援

のもとで、BP講師を地方都市に送る努力も払うなど、現地事情に柔軟に対応しつつ市場経済化

の促進に努めたことから、妥当性は高いといえる。 

 

（２）有効性 

高い。 

終了時評価の時点においては、UAJCは持続性に財務的な問題を抱えつつも、組織・体制的に

は自立的運営が可能なレベルにまで成長している。また、上述のとおり、BP（成果１）、JLC

（成果２）、MUP（成果３）では確実に成果が現れており、プロジェクト目標の達成にこれら

の成果が貢献していることが確認された。 

なお、具体的な例としては、JLCとMUPの活動を通して、UAJCは日本語と文化をウクライナ

市民に普及し、成功裏に日本の対市民外交を実現させてきた。また同時に、ウクライナ市民と

学生がもつ日本の社会と文化に対する強い知的関心に応えることができたといえる。特に、ウ

クライナは新しい独立国であり、良好な外交関係をもつことは日本にとっても必要なため、相

互理解を強化する文化事業は両国にとって極めて有効であった。 

 

（３）効率性 

高い。 

地方都市に向けてBPのセミナーを拡大実施するために、本プロジェクトはSCURPE及び他の

関連組織の地方出張所などのネットワークを利用した。このようなネットワークを活用するこ

とで研修場所や受講者の確保を容易にすることができた。また、パートナーの業界団体との協
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力を通して実際のニーズを満たすことができるセミナーが計画された結果、BPの受講者が確実

に確保された。JLCとMUPにおいては、センター職員はコースの管理に専念し、講師は通常パ

ートタイムにより雇用されている。これにより総コストに占める固定費を低い水準に抑えるこ

とが可能となっている。2009年春以来、センター職員の人事査定は能力評価から業績評価に変

更して行うこととなった。以上の活動や管理はいずれもプロジェクトの効率性を上げたと考え

られる。 

 

（４）インパクト 

大きいと見込まれる。 

多様な事業分野に係るサービスが提供可能となり、UAJCはほかでは得難い日本とウクライナ

両国の共有の財産といわれるまでに成長した。上位目標にある「拠点」となるために必要な人

的・財務的リソース投入の継続確保への努力に十分値する基礎が確立されたといえよう。 

なお、本プロジェクトが与えた波及効果の事例として、ウクライナ財務省によるプロジェク

ト・プログラム・マネジメント（P2M）の適用、KPIによる広島・長崎平和講座の導入、業界

団体によるカイゼンクラブの設立、ドニプロペトロフスク国立鉱山大学による市民への日本文

化の紹介を図るための独自の活動があげられる。これらの状況はすべて長期にわたる性格を備

えており、本プロジェクトが終了した後も、ウクライナ側の組織のイニシアチブにより、関連

活動が継続すると見込まれる。 

 

（５）持続性 

中程度。 

JLCとMUPでは、必要に応じて現地講師を確保することが可能であり、また講師報酬もプロ

グラムの収益により補填することができると考えられる。しかしながら、BPの研修事業はセミ

ナーや研修は相当に高水準の内容が求められるため、講師の供給源をJICAの短期派遣専門家に

求めざるを得ない状況はなお続くと考えられる。 

また、UAJCの組織運営は、スタッフの運営能力といった技術的な側面からの持続性は確認で

きたものの、なおKPIやJICAのような外部機関からの財務上の投入に依存する状況にある。

UAJCが公共サービスに従事していることは明らかなので、外部資金へのそのような依存性は妥

当化できるが、現在みられるようなKPIとJICAからの運営経費の投入なしには、特にBPの運営

を全面的に支えることは難しいように見受けられる。しかし、UAJC組織は既にわが国とウクラ

イナ両国の共通の財産と呼ばれるまでに成長しており、UAJCに資金提供を行い、UAJC組織を

活用することに関心を示す機関（日本、ウクライナ双方）がいくつか見受けられ、これらとの

連携強化をさらに推し進め、財政基盤を固めることで持続性の確保は可能と考える。また、そ

もそもUAJCはKPIの一組織であり、KPI学長など経営陣からも事業の継続については重ねて高

いコミットメントをいただいている。これは、UAJCの存在価値に基づくものであり、いまや両

国政府に“共有財産”として高く評価されるにいたっている。UAJCの独立採算による運営以上

に、その存在により受ける恩恵は大きく、UAJCの価値をKPIが正当に評価し、認識することが、

持続性に大きく関係してくるものと考える。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（１）計画内容に関すること 

MUPの活動は有料の定期文化講座とほぼ無料の他の一般的イベントに大別されている。この

区分は意図的なものであり、その結果として、MUPは知的関心に係る異なったニーズを満たし、

多数のリピーターを生み出すことに寄与している。 
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（２）実施プロセスに関すること 

プロジェクト途中の2009年以降の段階で、UAJCは家具製造業者協会、プロジェクト管理協会

等の業界団体との協力を通じてビジネスプログラム多数を開発し、これら業界団体のニーズに

応える手段を講じてきた。また、SCURPE等の関連組織からの支援のもとで、BP講師を地方都

市に送る努力も払ってきた。このような形で業界のニーズに応えることに成功した結果、UAJC

のBPは有料セミナーを含め継続実施に成功している。 

    

2009年4月以降から（新しいプロジェクトのチームリーダーの方針のもと）、年間業務計画に

は各活動の担当者が明示されるようになった。また同じ時期に、センター職員の人事査定は能

力評価から業績評価に変更して行うことになった。以上の組織管理に係る手法はプロジェクト

の効率性を高める要因となったと考えられる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（１）計画内容に関すること 

UAJC運営のために、プロジェクト開始以前からKPIにより計画されていた新築建物の工事

は、プロジェクト終了間近になっても完了するにいたっていない。代わりに中央図書館4階に提

供されている事務室、セミナー室、図書室等を活用することとなったが、計画された活用がで

きなくなるほどの障害はなかった。なお、新築建物については先方政府の予算の問題であるが、

2008年秋のリーマンショックの影響により国家そのものが財政難に陥っている状況にかんがみ

るとやむを得ないものと考える。 

現在のUAJCの組織制度は、JICAの技術協力を適切に実施することを主な目的として形成さ

れているといえる。そのため、人事管理、会計制度等の現行の組織制度は、プロジェクト終了

前に見直したうえで再構築する必要がある。 

 

（２）実施プロセスに関すること 

特になし。 

 

３－５ 結 論 

5項目評価の結果、高い妥当性、有効性、効率性及びインパクトがみられた。特に多様な分野にお

いて波及効果が既に見受けられる点については高く評価することができる。日本及びウクライナ両

国の関係機関の一層の関与と努力を得ることにより、財務及び組織体制面の持続性も確保できる見

通しである。本プロジェクトの開始以来、BP、MUP及びJLCの各プログラムは合計で約6万人の参

加者を受け入れており、UAJCはウクライナの経済成長のために必要とされた人材開発に寄与し、ま

たウクライナと日本の間の相互理解と協力を促進するうえで不可欠なセンターとして機能するにい

たっている。関連の指標にみられる達成レベルからすると、プロジェクト終了時までにプロジェク

ト目標は十分に達成されるものと判断できる。 

 

３－６ 提 言 

本プロジェクト終了後もUAJCの機能が維持するためには、UAJCに関与するすべてのウクライナ

及び日本のステークホルダーにより、UAJC存続に必要な手段の特定に向けた一層の努力が払われる

べきである。求められるべき手段を提言として次にあげる。 

 

（１）各ステークホルダーは本プロジェクト終了後のUAJCへの関与と貢献を相互に確認し、遅くと

もプロジェクト終了4カ月前までに、将来的なUAJC活動の規模と範囲に係る合意を形成する。
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（２）以上の合意に沿って、KPIにより、プロジェクト終了3カ月前までに、UAJCの管理運営のた

めの最適かつ実施可能な組織計画が策定する。同時にUAJCの引き渡しに伴って生じる課題の特

定と解決が関係機関を行う。 

 

３－７ 教 訓 

本プロジェクトのBPでは、当初市場経済化に資する人材育成に主眼を置き、経営研修を中心に事

業を行っていたが、ウクライナは既に同様の活動を行う機関・組織の競合が激しく、単に経営研修

の基礎コースを開設するだけでは、受講者を引き付けるには不十分であったため、産業界や業界団

体と連携し、これらのニーズに即したBPの開発と実施を行うことに方針転換した結果、多くの受講

生を集めることに成功した。現地の環境及びニーズに照らし、時宜にかなった活動を行うことが受

講生の獲得につながったと考えられ、当初の計画に捉われず柔軟に計画変更等の対応を行ったこと

が有効であったといえる。 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

ウクライナは、1991年の旧ソ連邦からの独立後、価格の自由化及び国営企業の民営化を進めた

が、マイナス経済成長が続き、1999年には1991年に比較し工業生産高が40％も減少するなど経済

が激しく落ち込んだ。2000年からようやくGDPもプラス成長に転じ、2004年度は12.1％という高い

成長率を達成している。しかし、2008年夏以降の世界経済・金融危機の影響を受けて株価の下落

や外資の流出によりウクライナの財政状況が悪化し、2010年にはIMFから支援を受け、経済の立て

直しを図るとともに、社会問題でもある貧富の格差の是正に取り組んでいる。 

ウクライナ政府は開発政策として「2005-2007年国際技術協力促進のための戦略」（2005年8月30

日付閣僚会議令829号）を掲げ、今後のウクライナとして重視すべき基本的方向性として、国民経

済の競争力強化や中小企業振興を掲げ、経済成長に基づく貧困削減に向けた取り組みを行ってい

る。 

かかる状況下、JICAはウクライナの更なる市場経済化を支援するため、人材の育成及びわが国

の「顔の見える協力」の実現を目的に、キエフ工科大学（National Technical University of Ukraine Kiev 

Polytechnic Institute：NTUU“KPI”）（以下、「KPI」と記す）をカウンターパート（Counterpart：C/P）

として、技術協力プロジェクト「ウクライナ日本センタープロジェクト」を2006年5月から2011年

5月までの5年間の協力期間で実施している。ウクライナ日本センター（Ukraine Japan Center：UAJC）

では、「ビジネスプログラム」「日本語コース」「相互理解促進事業」の3つを柱に、ウクライナ経

済の発展を担う民間セクター人材の育成、日本語教育及び文化交流を行っている。 

今般、プロジェクト終了をまで残り半年となったため、終了時評価調査団を現地に派遣し、ウ

クライナ側と合同評価を実施した。本調査団の目的は以下のとおりである。 

    

（１）「ウクライナ日本センタープロジェクト」の終了時評価調査 

「ウクライナ日本センタープロジェクト」の活動実績・実施プロセスを確認し、プロジェク

トの成果を評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から検証し、

本プロジェクトの目標達成状況を確認する。 

 

（２）プロジェクトの終了に向けた提言 

上記（１）の結果を踏まえ、残りのプロジェクト期間における事業実施方針について提言

を行うとともに、事業実施に係る課題について関係者の共通認識を図り、対応策を検討する。

また、プロジェクト終了後の自立発展についての提言を行う。 
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１－２ 調査団の構成 

担当 氏名 所属及び職位 

団長・総括 

 

伏見 勝利 

 

独立行政法人国際協力機構公共政策部ガバナ

ンスグループ日本センター課 課長 

日本語コース評価分析 

 

鈴木 勉 

 

国際交流基金日本語事業グループ日本語教育

支援部 JF講座チーム チーム長 

日本語コース評価分析 

 

阿部 洋子 

 

国際交流基金日本語教育支援部教師研修チー

ム チーム長 

評価分析 寺尾 豊光 水産エンジニアリング株式会社 主査 

協力企画 

 

水野 由起子 

 

独立行政法人国際協力機構公共政策部ガバナ

ンスグループ日本センター課 主任調査役 

 

１－３ 調査日程 

調査期間：2010年12月7日～24日 

Date  活動内容     

  
JICA HQ

（TOKYO） 
 Consultant JF  

  
伏見 勝利 

（総括） 

水野 由起子 

（協力企画） 

寺尾 豊光 

（評価分析） 

鈴木 勉 

（日本語コース

評価分析） 

阿部 洋子 

（日本語コース

評価分析） 

12月6日 Mon 対処方針会議（JICA本部） 

12月7日 Tue   

11:55 成田発（OS052）

17:45 ウィーン発

（OS7173） 

20:40 キエフ着 

  

12月8日 Wed   

午前：プロジェクト打

合せ 

午後：プロジェクトリ

ーダー、センター職員

へのインタビュー 

  

12月9日 Thu   

センター職員、日本語

及び相互理解受講生へ

のインタビュー 

相互理解促進事業視察

KPIとの打合せ及びイ

ンタビュー 

  

12月10日 Fri   

相互理解促進事業に係

る連携機関へのインタ

ビュー 

  

12月11日 Sat 

  データ分析及び評価報

告書案の準備 

日本語及び日本文化コ

ースの視察 
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12月12日 Sun 

  データ分析及び評価報

告書案の準備 

相互理解促進事業の視

察 

成田発 

キエフ着 

12月13日 Mon 

  ビジネスプログラム活

動の視察（カイゼンク

ラブ設立イベント） 

日本語教師及び受講生

へのインタビュー 

データ分析及び評価報

告書案の準備 

日本語教師及び受講生へのインタ

ビュー 

12月14日 Tue 

  日本語教師及び受講生

へのインタビュー 

データ分析及び評価報

告書案の準備 

日本語教師及び受講生へのインタ

ビュー 

12月15日 Wed 

12:25 成田発（OS052） 

17:50 ウィーン発（OS7173） 

20:45 キエフ着 

ビジネスプログラム活

動の視察（カイゼンク

ラブ設立イベント） 

日本語教師及び受講生

へのインタビュー 

データ分析及び評価報

告書案の準備 

データ分析及び

評価報告書案の

準備 

キエフ発 

12月16日 Thu 

プロジェクトと調査概要打合せ 

KPIとの協議、財務省Bushuev顧問へのインタビュー、SCURPE・Svishcheva

副長官へのインタビュー 

成田着 

12月17日 Fri 

中小企業連盟Bykovets第一副代表へのインタビュー 

三菱商事大槻所長（日本商工会会長）へのインタビュー 

ウクライナ農業教会（Stepanovich会長、Lvov第一副会長、

Sergeevna氏）訪問 

経済省（経済発展・貿易省）Harmash課長との協議

教育科 

キエフ発  

12月18日 Sat 団内協議、データ分析及び評価報告書案の準備 成田着  

12月19日 Sun 団内協議、データ分析及び評価報告書案の準備   

12月20日 Mon 

プロジェクト及び大使館との打合せ 

ミニッツ協議（KPI（ヤキメンコ第一副学長、ツィガノク

所長、オゴロドニク副所長、ルゴフスカ職員） 

  

12月21日 Tue 
ミニッツ協議（KPI（ヤキメンコ第一副学長、オゴロドニ

ク副所長、ルゴフスカ職員） 
  

12月22日 Wed 

プロジェクトとの打合せ 

ミニッツ署名交換（KPIズグロフスキー学長、ヤキメンコ

第一副学長、ツィガノク所長、オゴロドニク副所長、ルゴ

フスカ職員） 

  

12月23日 Thu 
10:50 キエフ発（OS664） 

13:15 ウィーン発（OS051） 
  

12月24日 Fri 08:25 成田着    



－4－ 

第２章 評価の方法 
 

２－１ 評価方法 

本プロジェクトの評価は、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix:PDM）

に基づき、プロジェクト開始から評価調査時点までの双方の投入・活動実績、プロジェクトの成

果等を踏まえたうえで、新JICA事業評価ガイドライン（第1版）（2010年6月）に従い、以下の評価

5項目に基づいて行った。 

 

（１）評価5項目 

１）妥当性 

（Relevance） 

 

プロジェクト目標や上位目標がウズベキスタン政府の政策、日本の援

助方針、実施機関と受益者のニーズに合致しているか、プロジェクト

のアプローチが適切であったかなど、プロジェクトの整合性や必要性

を問う。 

２）有効性 

（Effectiveness） 

プロジェクトが有効であったか評価するために、プロジェクト目標が

どの程度達成されるか、成果の達成がプロジェクト目標の達成にどの

ように寄与したか問う。 

３）効率性 

（Efficiency） 

投入の時期、質、量等が成果の醸成にどう影響を与えたか、投入は成

果達成のために効率的に貢献しているか、投入に過不足はないかなど

を問う。 

４）インパクト 

（Impact） 

上位目標の達成見込みを含み、プロジェクトの実施で生じる長期短期

の波及効果をみる。また、正及び負の効果の見込みを検証する。 

５）持続性 

（Sustainability） 

現行の国家政策及び実施機関の組織体制・予算状況・要員体制のもと

で、JICAの協力終了後もプロジェクトの便益が継続する見込みがある

か評価する。 

 

（２）終了時評価に用いたPDM 

本終了時評価は、2008年12月1日にKPIとの間で合意されたPDM（付属資料3のAnnex 10）に

基づいて実施された。 

 

２－２ 主な調査項目と情報・データ収集方法 

（１）資料レビュー及び評価グリッドの作成 

現地調査に先立ち、プロジェクト及びJICA、国際交流基金等から入手した報告書並びに参

考資料等から情報を得て、現地での調査項目及び情報収集方法を検討し、評価デザインとし

て評価グリッド（英文）（付属資料4）を作成した。 

 

（２）質問票の作成・回収 

現地調査に先立ち、評価グリッドをもとに日本人専門家、KPI関係者、センター職員及び現

地講師、各コース受講者に対する質問票を作成し、調査事前に現地に送付した。回答の回収

と同時に質問票回答者に対して個別ヒアリングを行い、結果を分析した。 

 

（３）プロジェクト関係者との面談及びインタビュー 

本プロジェクトの達成度や成果を捉えるうえで、本プロジェクト関係者に対して個別イン
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タビューを行った。対象は、日本人専門家、ビジネスプログラム、日本語コース、相互理解

促進事業の受講生、参加者、現地講師及び協力機関関係者とした。さらに、本プロジェクト

のC/P機関であるKPIはじめ、ウクライナ政府関係者（経済省、教育科学省）にも訪問し、イ

ンタビューを実施した。 

 

（４）プロジェクト関係者との協議及びミニッツ（評価調査報告書）署名 

上記による調査結果を踏まえ、評価5項目に沿って評価調査報告書（英文）に取りまとめ、

日本側及びウクライナ側プロジェクト関係者に提示・協議を行い、同協議の際のコメントを

反映した評価調査報告書を双方で確認し、2010年12月22日に日本・ウクライナ双方の代表者

がミニッツに署名した。 
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第３章 プロジェクトの達成状況 
 

３－１ 投 入 

３－１－１ 日本側の投入 

（１）専門家の派遣 

2006年のプロジェクト開始から2010年11月末までに、延べ6人の長期専門家が派遣された。

担当業務は、チームリーダー、業務調整・ビジネスプログラム、運営支援、日本語コース

運営等であった。長期専門家の総投入はプロジェクト終了時点までに129.0人月となる予定

である。また短期専門家は2010年11月末までに計41人が派遣されている。担当業務は、人

材開発、省エネ、農業経営、産学官連携（IAGC）、プロジェクト管理及びその他ビジネス

プログラム分野について、セミナーまたは研修を実施することであった。専門家派遣の詳

細については、付属資料3のAnnex2を参照のこと。 

 

（２）センター職員の雇用 

プロジェクトの初期段階では、雇用されたセンター職員は受付と司書（図書室業務）の2

人だけであったが、ビジネスプログラム、日本語コース及び相互理解促進事業の事業内容

が毎年進展するにつれて、これらのプログラム実施に従事する常勤職員は徐々に増加し、

現在では、業務調整1人及びセンター職員8人が本プロジェクトの在外事業強化費により雇

用されている。同じく、図書室業務1人と日本語コース講師のうち2人が、非常勤ベースで

在外事業強化費により雇用されている。 

 

（３）本邦研修 

2007年以来、日本での研修は15回実施されている。計47人がプロジェクト管理、農業製

品生産管理、研修コース管理等の研修に参加した。受講者・実施時期などの詳細を付属資

料3のAnnex 4に示す。 

 

（４）機材供与 

主に相互理解促進事業と日本語コースの実施のために、視聴覚機器、パーソナル・コン

ピューター及び周辺装置、ソフトウェア、日本文化・文学に係る図書、車両等の機材が供

与されている。2010年10月末時点の調達費用は342,613米ドルであった。主要機材のリスト

を付属資料3のAnnex 3に示す。 

 

（５）JICA負担の運営経費 

本プロジェクトの現地活動を行うために、2010年9月末時点で計88万米ドルがJICAの在外

事業強化費から支出されている。この支出額には、上記の現地雇用12人のスタッフの給与

費が含まれる。 
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＜JICA負担の運営経費の経年内訳（単位：米ドル）＞ 

JFY 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年9月 合計 

経費 145,026 139,457 184,769 304,466 105,794 879,512 
JFY：日本の会計年度 
出典：プロジェクト、2010年12月 

 

３－１－２ ウクライナ側の投入 

（１）C/P要員の配置 

2006年5月22日付の討議議事録（Record of Discussions：R/D）に沿って、本プロジェクト

の実施機関であるKPIにより、UAJC所長、副所長及び会計が任命されている。会計は常勤

職員としてフルタイムで担当業務に従事してきたが、UAJC所長と副所長は非常勤であった。

C/P要員の氏名などの詳細を付属資料3のAnnex 5に示す。 

 

（２）講師 

2010年12月現在、センター職員の管理のもとで、日本語コース講師9人と相互理解促進事

業講師7人がこれら2つのプログラムの実施に従事している。日本語コースの場合は国際交

流基金（Japan Foundation：JF）派遣の日本語コース運営の専門家による管理のもとで運営

されている。これら16人の講師の給与はUAJCが行うプログラムの収益を財源として支払わ

れている。 

 

（３）KPIによって提供された設備と建物 

UAJC運営のために、事務室、2つのセミナー室、図書室及び倉庫がKPIの中央図書館4階

において提供されている。なお、KPIのキャンパス内で工事中のUAJCの新築建物（事前調

査報告書、2006年5月）は、ウクライナ側の予算不足のため内装工事が中断した状況が続い

ている。 

 

（４）KPI負担の運営経費 

UAJC運営のために、KPIとウクライナ政府は光熱水費、中央図書館の所要スペースの賃

借料、電気・機械設備の維持保守及び通信設備に係る費用を負担した。これらのコストの

合計額は下表に示されるとおりである。 

 

＜KPI負担の運営経費の経年内訳（単位：米ドル）＞ 

JFY 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年9月 合計 

経費 98,469 99,467 147,515 162,626 58,768 566,845 
出典：プロジェクト、2010年12月 
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３－２ 成果の達成状況 

（１）成果1：「ウクライナの大学及び産業界のニーズに合致したビジネスプログラムを提供する

体制及びノウハウが整うとともに、ウクライナの経済成長に資する人材を育成するための一

定のプログラムが実施される。」 

達成指標 1-1 ビジネスプログラム年間実施計画 

1-2 ビジネスプログラム及びセミナー開催回数 

1-3 受講生数、満足度、コース運営能力 

1-4 現地講師が実施した講義の質、回数 

1-5 産業界（商工会や産業界）との連携プログラム実績数 

1-6 関係機関に対する側面支援の回数とその成果 

1-7 同事業に関する外部機関からの問合せ及び支援の要請回数 

 

１）指標1-1：ビジネスプログラム年間実施計画 

UAJCの年間業務計画は本プロジェクト開始以来作成されている。2009年4月以降の段階

から、年間業務計画には各「活動」の担当者が明示されるようになった。ここでいう「活

動」は、セミナーまたはイベントを準備し実施するための一連の行動を指し、翌年3月末ま

でに完了するように工程が計画されている。年間業務計画にはビジネスプログラム、日本

語コース及び相互理解促進事業のすべてが含まれ、また日本語教師会への支援、情報サー

ビス（図書室業務、ニューズレター、広報用卓上日記等）に係る「活動」もカバーされて

いる。それぞれの「活動」はセンター職員1人が担当している。 

    

UAJCの各プログラム（ビジネスプログラム、日本語コース、相互理解促進）を横断する

活動としてニューズレターの発行がある。UAJCのニューズレターは2010年4月が初版で、

両国の社会と文化を紹介するために、ウクライナ語版と日本語版が隔月で発行されている。

2010年12月現在、ニューズレターの受信者の数は1,542人に達している。 

 

２）指標1-2：ビジネスプログラム及びセミナー開催回数 

2010年11月末時点での各種ビジネスプログラムの延べ実施回数は140回である。2006年8

回、2007年19回、2008年31回、2009年52回、2010年は11月までで30回と、年々実施回数は

増加している。2009年の実施回数が特に多いのは、同年に起こった世界金融不況に対処す

るため補正予算が手当され、日本人専門家の派遣人数が増えたことによる。内訳を下表に

示す。 
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＜ビジネスプログラムの実施（単位：回数）＞ 

年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年11月 合計 

ビジネスコース   4  7    11 

オープン・セミナー 6  9  3 30 16  64 

企業内セミナー   1  1  9 10  21 

フォーラム    9  2  1  12 

投資&貿易   2  3  2    7 

省エネ     7    7 

産学官連携 2  3  8    13 

本邦研修帰国報告     2  3   5 

合計 8 19 31 52 30 140 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

３）指標1-3：受講生数、満足度、コース運営能力 

ビジネスプログラムの受講者数は2010年11月末に6,379人に達した。2008年11月の中間評

価時点では、2,136人であったから、この間大きく増加している。5段階評価による最近の事

後のアンケート調査によると、プログラム内容が「非常に良い」または「良い」と答えた

受講者は平均で88～98％であった。同様に、コース管理に対しても、86～97％と、高い評

価が得られている。 

 

＜ビジネスプログラムの参加者数（単位：人）＞ 

年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年11月 合計 

ビジネスコース   53  120     173 

オープン・セミナー 154 415   65 1,162 1,050 2,846 

企業内セミナー   25    3 214  664   906 

フォーラム    369 60  150   579 

投資&貿易   65  620 120    805 

省エネ    88     88 

産学官連携 250 325  344     919 

本邦研修帰国報告    22   41    63 

合計 404 883 1,521 1,666 1,905 6,379 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

４）指標1-4：現地講師が実施した講義の質、回数 

ウクライナ人講師により実施されたセミナーの例を以下にあげる。 

・改革プロジェクト・プログラムの優良事例：ビジネスゲーム「国家財政制度のリロード」、 
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無料、2010年11月、2日間の延べ受講者数116人 

・改革プラットフォームとしてのProject and Program Management（P2M）：日本の経験とウク

ライナの実践、有料、2010年5月、2日間の延べ受講者数78人 

 

５）指標1-5：産業界（商工会や産業界）との連携プログラム実績数 

UAJCのビジネスプログラムの特長であるが、各種業界団体との連携・共同によるプログ

ラムが多いことである。家具製造業者協会、プロジェクト管理協会、キエフ商工会議所、

ウクライナ品質協会、中小企業連盟、財務省、規制政策企業活動国家委員会（State Committee 

of Ukraine for Regulatory Policy and Entrepreneurship：SCURPE）など、各種の業界団体・政

府機関と連携して、20回余のセミナーが実施された。 

例えば、日本的経営管理技術として現地からも評価の高いカイゼンなどの生産・品質管

理技術については、日本人専門家による一般向けセミナーをはじめ、鉄鋼やサービス、家

具といった各種業界団体向けにアレンジした研修を行うなど、現地のニーズに細かく即応

した事業を行った。 

 

６）指標1-6：関係機関に対する側面支援の回数とその成果 

外部の関係組織に対するUAJCのビジネスプログラムセミナーは数多く実施されている。

欧州復興開発銀行（European Bank for Reconstruction and Development：EBRD）が行うTAM

プログラム*のような個別企業に対する経営問題解決のための支援・指導の事例はないでは

ないが、日本人短期専門家の活動において、個別に関係機関職員に対するセミナーを行う

など、関係機関に対する側面支援にも留意し事業を行った。また、TAM（Turn Around 

Management）/BAS（Business Advisory Services）プログラムについて、UAJCが主催するセミ

ナーで紹介するなど、EBRDなどとの連携及び友好関係の構築にも配慮しつつ事業を行った。 

 

７）指標1-7：同事業に関する外部機関からの問合せ及び支援の要請回数 

キエフ市のVAB銀行、ドネツク市所在のRolling Plant and Electro Steel社などの企業の求め

に応じて、これまでに企業内研修が21回実施されている。 

 

（２）成果2：「日本・ウクライナ間の社会・経済・学術・文化などの相互交流を促進させるため

のウクライナにおける日本語教育の拠点としての体制が構築される。」 

達成指標 2-1 日本語コース年間実施計画 

2-2 日本語コース実施回数 

2-3 応募者数、受講生数、満足度、コース運営能力 

2-4 大学と日本語教師会による定例会の回数と支援数 

2-5 日本語弁論大会はじめイベント・大会の開催数 

2-6 日本語コースに関する日本語教材や指導書数 

                                            
* TAM（Turn Around Management）Programme は、EBRD の私企業支援スキーム。同プログラムは、1993 年に設立され、旧東欧・旧ソ

連邦諸国並びにモンゴルにおいて展開されている。対象となる私企業に専門家を派遣し、経営コンサルティングを行い、各企業の

抱える問題の特定や必要な変革の実現に向けその経営陣を直接支援するもの。 
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１）指標2-1：日本語コース年間実施計画 

上述の成果1の達成指標1-1にも述べているとおり、UAJCの年間業務計画は本プロジェク

ト開始以来作成されており、日本語コースについても網羅されている。この中では、日本

語教師会への支援も含まれる。 

 

２）指標2-2：日本語コース実施回数 

2010/2011年の学年では、長期は9コース（“初級1”（「みんなの日本語」1～17課×3コース、

“初級2”（「みんなの日本語」18～34課）×2コース、“初級3”（「みんなの日本語」33～50課）

×2コース、中級1（「ニューアプローチ基礎編」1～15課×1コース、中級2（ニューアプロ

ーチ基礎編）16～20課及び「ニューアプローチ完成編」1～8課×1コース）、また短期は3コ

ース（日本語能力対策試験用の短期講座）が実施されている。また、それ以外に、受講生

を対象とした補完講座として、日本の文化や社会などについてのレクチャーやワークショ

ップ、また日本人とのコミュニケーションを図る日本人との交流会として、「日本語の勉強

方法」や「カラオケを使って日本の歌を学ぶワークショップ」が実施された。 

 

３）指標2-3：応募者数、受講生数、満足度、コース運営能力 

最近3カ年の応募者数と入学者数を以下の表に示す。2010年度においては、定員200名の

ところ、これをはるかに超過する応募（333人）があった。教室の数及びスペースの問題に

よりこれ以上コース数を増やせない状況であるが、受講生のニーズに応えるためには教室

の拡張が必要である。また、満足度については、5段階評価による最近の事後アンケート調

査によると、コース内容が「非常に良い」または「良い」と答えた受講者は平均でほぼ100％

に達した。同様の高い評価は、コース管理に対するアンケート調査結果においてもみられ

る。 

 

＜日本語コースの応募状況＞ 

 初級 中級 上級 年少 合計 

2008年：応募者 267 37 31 16 351 

入学者 120 22 25 16 183 

2009年：応募者 340 48 37 8 433 

入学者 133 36 20 8 197 

2010年：応募者 264 53 16 2 333 

入学者 153 40 11 0 204 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

４）指標2-4：大学と日本語教師会による定例会の回数と支援数 

大学と日本語教師会による会議は定期的に実施されている。教師会メンバーによる総会

は、2010年の例では、年間6回開催される予定である。なお、定例会は主な行事が開催され

る前に準備会合として実施されており、主なイベントとしては、弁論大会、日本語教育セ

ミナーなどがあげられる。    
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５）指標2-5：日本語弁論大会はじめイベント・大会の開催数 

これまでに、本プロジェクトでは「日本語教育学セミナー」を4回、「日本語スピーチコ

ンテスト」を5回、「日本語能力試験」を5回共催している。 

 

６）指標2-6：日本語コースに関する日本語教材や指導書数 

本プロジェクト開始前に、JFによりウクライナ語による日本語教科書2巻が出版されてい

る。これら2巻はUAJCにおいて名目的な価格で販売されている。本プロジェクトでは、別

版のウクライナ語による日本語教科書の編纂をめざしている。ウクライナでは、一般に日

本語教育用の参考資料や教科書の副教材は少なく、入手も容易ではないが、UAJCの講師や

受講生はUAJCでこれら教材に触れることができるので、他の一般学習者よりも有利な環境

にあるといえる。 

 

（３）成果3：「日本・ウクライナ間の社会・経済・学術・文化面についての情報及び知識の収集

と相互発信のための体制が構築されるとともに、上述した分野での情報と知識の双方向での

発信が行われる。」 

達成指標 3-1 相互理解促進事業イベント実施回数 

3-2 参加者数、満足度 

3-3 日本・ウクライナ両国を紹介あるいは寄贈された資料や蔵書数 

3-4 センター会員数、図書・視聴覚室利用者・入館者数 

3-5 同事業に関する外部機関からの問合せ及び支援の要請回数 

 

１）指標3-1：相互理解促進事業イベント実施回数 

相互理解のために実施されたイベント及びその他の文化事業の実績は次表のとおりであ

る。合計356のプログラムが2010年10月末までに実施されている。なお、定期文化講座とし

て常時5講座（将棋、囲碁、茶道、生け花、習字）が開校されており、これらは参加者から

受講料を徴収しつつ、現地講師が講座を担当して実施している。また、様々なイベントも

スタッフの発案とイニシアチブにより実施しており、年賀状ワークショップ、料理レシピ

コンテスト、折り紙講座などのほか、在留邦人や日本人の短期滞在者のボランタリーベー

スの協力による生け花・書道パフォーマンス、雅楽コンサート、着付けデモンストレーシ

ョン、草月流生け花特別講座などを実施した。さらに、日本・ウクライナ双方向での交流

活動や情報発信にも積極的に取り組んでいる。ソロチンスキー見本市への出展や、ウクラ

イナ・日本音楽祭（日本の音楽大学とウクライナ国立音楽大学の支援による音楽交流会）

などのほか、日本大使館との共催による日本映画祭や日本文化紹介展などにも参画してお

り、ウクライナにおける日本の「止まり木」として、国内でその名を馳せている。なお、

イベント実施回数を平均すると、毎週1.5件のプログラムが一般市民のために提供されたこ

とになる。 

さらに、単なる文化的な交流イベントだけでなく、ビジネスプログラムとの協働のもと、

一般企業の商品開発など様々なプロジェクトの取り組みを紹介する「プロジェクトX上映

会」も月に2～3回のペースで開催している。上映会終了後には毎回取り上げるテーマにそ

って関係者の講演を入れる（例えば、プロジェクトXのテーマがトヨタ自動車の場合、現地

トヨタ自動車の現地支社もしくは現地ディーラーの代表が講演を行うなど）の工夫を行い、
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ビジネス人材育成にも資する情報提供を行っている。なお、このような積極的な取り組み

は、他の日本センターにも参考になる事例であると思われる。 

 

＜相互理解促進事業のイベント数（単位：回数）＞ 

年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年10月 合計 

イベント 37 64 58 61 47 267 

定期文化講座 15 14 11 15 9 64 

UAJCフォーラム 3 8 9 4 1 25 

合計 55 86 78 80 57 356 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

２）指標3-2：参加者数、満足度 

2010年10月末時点の定期文化講座（茶道、生け花、書道、囲碁、将棋）の受講者の総数

は計765人である。実施後のアンケート調査結果からみると、受講者の97～100％がプログ

ラムの内容に満足している。また、相互理解イベント（生け花デモンストレーション、プ

ロジェクトX上映会、雅楽コンサートなど）やフォーラムの参加者数は計49,354であった。

各イベント実施後のアンケート調査によると、参加者のうち、95～99％がプログラムの内

容に満足していると回答している。 

 

＜相互理解促進事業の参加者数（単位：人）＞ 

年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年10月 合計 

イベント 13,210 4,495 10,826 9,598 9,861 47,990 

定期文化講座 157 172 133 189 114 765 

UAJCフォーラム 290 434 314 196 130 1,364 

合計 13,657 5,101 11,273 9,983 10,105 50,119 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

３）指標3-3：日本・ウクライナ両国を紹介あるいは寄贈された資料や蔵書数 

2010年11月末現在、UAJCの図書室の書籍数は合計10,235冊、また視聴覚資料の数は合計

1,299点になる。UAJC図書室は独自に様々な日本関連の本をウクライナ市民に提供してきた。

特に、キエフの各大学における日本語学習者がもつニーズ（外国語の背景にある文化への

知識欲）を満たしてきたといえる。 

また、2010年には日本の伝統文化の普及を行う団体から「和室キット」の寄贈を受け、

相互理解促進事業の定期文化講座の場（茶道や生け花など）として活用されている。 

 

４）指標3-4：センター会員数、図書・視聴覚室利用者・入館者数 

2010年11月末までの図書室利用者数は延べ36,468人、また図書室利用者登録数は延べ

1,253人であった。 
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＜UAJC図書室の蔵書数と利用者数＞ 

 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年11月

蔵書数（累計） 5,553 6,976 7,569 9,283 10,235 

視聴覚資料の数（累計） 845 1,067 1,192 1,249 1,299 

図書室利用者登録数（人） 310 238 260 231 214 

図書室利用者数（人） 8,082 7,854 7,568 6,841 6,123 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

５）指標3-5：同事業に関する外部機関からの問合せ及び支援の要請回数 

少なくとも1週に1件程度の頻度で、小学校、NGO、マスメディア（テレビ、新聞及び雑

誌等の出版社）及び民間会社のような外部の団体・組織から、本プロジェクトに対して、

様々な種類の文化事業の実施に向けた打診・問い合わせがくると報告されている。イベン

ト実施件数のうちで、外部機関の要請に応じて実施されたイベントの件数を以下に示す。 

 

＜イベントの件数及び外部機関からの要請＞ 

年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年10月 合計 

イベント合計件数 37 64 58 61 47 267 

要請に基づくもの 15 30 19 24 16 64 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

（４）成果4：「日本・ウクライナ側関係機関の協力・支援のもと、UAJCが自立的に運営されるこ

とが可能な体制基盤が整備される。」 

達成指標 4-1 合同調整委員会開催数・スタッフ定例会議などの開催数とその協議内容・

結果 

4-2 財務計画と事業財務指標（収入・支出、アカウント残高） 

4-3 C/P及びセンター現地職員の人員配置状況、運営参加度 

4-4 センター現地職員の運営能力水準 

 

１）指標4-1：合同調整委員会開催数・スタッフ定例会議などの開催数とその協議内容・結果 

合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）は2010年12月時点までに合計4回開

催されている。プロジェクトの管理運営上の課題を協議するために、スタッフ定例会議は

毎週開かれている。また、C/PであるKPIとの間には、担当副学長との定例会が不定期なが

らも頻繁に開催されており、KPIからの参画を促している。さらに、ほぼ毎月、ウクライナ

の日本大使館、日本の外務省、UAJCの日本人常勤職員及びJICA本部の間で、TV会議が開催

されている。 

 

２）指標4-2：財務計画と事業財務指標（収入・支出、アカウント残高） 

プログラムのうち、ほとんどの事業・イベントは有料で提供されている。日本語コース

では、2009年度においては3万米ドルを超える収益を上げており、現地講師やスタッフの給
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与等の経費はプログラムからの収益により均衡可能と報告されている。ただし、UAJC全体

では、すべてのスタッフの人件費を賄い、かつ十分な事業を実施するための収益を上げて

いないため、完全な独立採算にはいたっていない。しかしながら、もともとUAJCはKPIの

一組織であり、UAJCが単体で収支改善を図るよりも、その存在意義による間接的な収益や

メリットが大いに期待されるほどのステータスを築き上げており、KPIによるコントリビュ

ーションともあわせつつ、収支バランスの均衡を図ることが現実的である。UAJCの収支の

詳細については付属資料3のAnnex 11を参照のこと。 

 

３）指標4-3：C/P及びセンター現地職員の人員配置状況、運営参加度 

第３章の「３－１ 投 入」において述べているとおり、UAJC雇用のセンター職員が在

外事業強化費で9名雇用されている（1名：業務調整、8名：センター職員）ほか、非常勤ベ

ースで図書館業務1名と日本語コース講師が雇用されている。 

他方、ウクライナ側からは、UAJC所長、副所長及び会計が任命されている。会計は常勤

職員としてフルタイムで担当業務に従事しているほか、KPIの副学長とも定例的にUAJCが

定例会を開催しており、KPIからの参画を最大限に図るための体制を整備している。 

 

４）指標4-4：センター現地職員の運営能力水準 

これまでのプロジェクトによる協力の結果、センター職員は、プログラムの実施、事後

のアンケート調査等のビジネスプログラム、日本語コース及び相互理解促進事業の実施に

おけるロジスティックな業務だけでなく、個々のプログラムの企画やウクライナのパート

ナー組織との調整など、サブスタンスにおける事業運営も担当できる能力を有するまでに

育成されている。 

 

３－３ プロジェクト目標の達成状況 

（１）プロジェクト目標：UAJCが、「ウクライナの経済成長に資する人材の育成」と「日本・ウ

クライナ両国の社会・経済・文化面における交流関係促進」という統合的機能を果たすため

の体制が整備され、かつ、センターがその役割を果たすようになる。 

達成指標 1. ビジネスプログラムへの参加者と講師の満足度 

2. 日本語コース及びセミナーへの参加者の満足度 

3. ビジネスプログラムを通じ、両国間でビジネス連携、貿易投資及び大学・

研究機関の学術交流を促進した事例数 

4. ウクライナにおける日本語教師ネットワークへの支援活動の事例数 

5. 両国間の相互理解活動への参加者の満足度と理解度 

 

１）達成指標1：ビジネスプログラムへの参加者と講師の満足度 

プロジェクト開始から中間評価調査実施までの間に実施されたビジネスプログラム受講

者へのアンケート調査結果を以下に示す。 
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＜中間評価調査時（2008年11月）の分析＞ 

 
ビジネスプログラム 

（全体） 

ビジネスコースと 

フォーラム 

実施されたビジネスプログラム 56回 18回 

実施されたアンケート調査 20回 14回 

満足した受講者の割合 91％ 93％ 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

2009年から2010年10月までの間に実施された事後アンケート調査の結果を次表に示す。

この期間中のアンケート調査は主にオープン・セミナーの際に実施されているが、時によ

り企業内セミナーについても実施されている。 

 

＜中間評価以降の後半段階＞ 

 
2009年の 

ビジネスプログラム 

2010年の 

ビジネスプログラム 

実施されたビジネスプログラム 50回 27回 

実施されたアンケート調査 11回 13回 

満足した受講者の割合 98％ 95％ 

備考：本邦研修実施に伴うコース評価と帰国報告開催の回数は除外。「満足した受講者の割合」はサンプル抽出し

た事例について算定 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

２）達成指標2：日本語コース及びセミナーへの参加者の満足度 

日本語コース実施に伴う事後アンケート調査の結果を以下に示す。2007年と2008年の期

間中の結果は中間評価調査に基づく。2009年のものは今回の調査においてサンプル抽出し

たクラスを対象に算定した。なお、2010年の事後アンケート調査は実施されていない。 

 2007年と2008年 2009年 

コース内容への満足 96％ 93％ 

教科書と教材 93％ 86％ 

講師 94％ 93％ 

言語能力の上達 96％ N.A. 

出典：プロジェクト、2010年12月 

 

３）達成指標3：ビジネスプログラムを通じ、両国間でビジネス連携、貿易投資及び大学・研

究機関の学術交流を促進した事例数 

・2008年11月の中間評価において、以下の事例が報告されている。 

・UAJCビジネスコース及びセミナーから得た成果を経営改善のため取り込んだ企業の数：

4社 

・日本の企業と業務提携を実現した企業の数：2社 
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・日本の企業と業務提携に進捗あるいは一定の成果をみた企業の数：12社 

ビジネスプログラム受講者の追跡調査が実施されていないので、本終了時評価では達成

指標3を検討するための直接的な情報・データを入手していない。ただし、ビジネスプログ

ラム受講者の近年の増加に伴って、セミナーなどからビジネスのアイデアを得ることがで

きた企業、また本邦研修への参加を通して日本企業と業務連携の機会を特定することがで

きた企業が増加している。 

例えば、ウクライナ農業協会との連携協力による本邦研修「農産品生産管理」の実施に

伴って、同協会と日本の総合商社との間でコンタクトが取られた。その結果として、ウク

ライナ産小麦の日本への輸出が契約にいたる可能性がある。また、UAJCの調整による新エ

ネルギー・産業技術総合開発機構（New Energy and Industrial Technology Development 

Organization：NEDO）とウクライナ環境投資庁（National Environmental Investment Agency of 

Ukraine：NEIA）の引き合わせは、2009年3月の日本とウクライナ間の排出権取引の締結に

貢献したと考えられる。 

 

４）達成指標4：ウクライナにおける日本語教師ネットワークへの支援活動の事例数 

本プロジェクトは、開始当初の段階からウクライナ日本語教師会を支援し、その活動の

強化と組織の持続性の向上を図ってきている。例えば、本プロジェクトと日本語教師会は

全国を対象とする「日本語スピーチコンテスト」あるいは「日本語教育セミナー」などを

共催している。またUAJCではウェブサイトにおいて日本語教師会の活動を広報している。

加えて、UAJC図書室はキエフ所在の日本語教師と学習者の便宜のために日本語教育のため

の様々な図書と教材を長期にわたり提供してきている。 

 

５）達成指標5：両国間の相互理解活動への参加者の満足度と理解度 

2010年10月末までの段階で、定期文化講座は64回実施された。また他の一般イベントは

292回実施されている。これらの相互理解促進事業活動に対する参加者の評価は次表のとお

りである。参加者のうち9割以上が満足しているとアンケート調査に回答しており、参加者

の期待をほぼ満たす内容のイベントを実施してきたといえる。 

定期文化講座 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年10月

定期文化講座の回数 

（参加者数） 

9 

（650） 

14 

（989） 

12 

（513） 

15 

（189） 

9 

（114） 

アンケートの回数 

（満足レベル） 

9 

（100％）

8 

（99％） 

6 

（100％）

1 

（100％） 

7 

（97％） 

 

他のイベント 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年10月

他のイベントの回数 

（参加者数） 

40 

（13,500）

72 

（4,929）

43 

（9,636）

65 

（9,794） 

48 

（9,991）

アンケートの回数 

（満足レベル） 

2 

（99％） 

21 

（97％） 

17 

（90％） 

15 

（98％） 

8 

（95％） 
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３－４ 上位目標達成の見込み 

（１）上位目標：ウクライナ日本センターが、ウクライナの経済成長や様々な分野における日本・

ウクライナ間の協力をより一層促進するための拠点となる。 

達成指標 1. UAJCのビジネスマッチングを通じて、収益及び効率性が向上した個人、企

業、組織の数 

2. 両国の市民間連携・交流プログラムにつながった事例の数 

3. UAJCの認知度 

 

プロジェクト終了前の現段階では、上記のような達成指標の適用により、上位目標の達成

状況を検討することは難しいが、UAJCがウクライナと日本間の相互理解を促進するうえで重

要なセンターとして機能していることは既に見受けられる事実である。センターの活動以外

にも、ボランティアベースで訪問する日本人がUAJCとともに文化イベントを行ったり、また

文化事業に協賛する団体が現れるなど（例えば、日本の伝統文化の普及を行う団体からの茶

室（和室キット）の寄贈があった）、UAJCが市民の文化交流の拠点として、「UAJCが人を集

める」のでななく、「UAJCに人が集まる」ようになりつつある。また、2011年1月に予定され

ているウクライナ大統領の訪日にあたっては、成果文書の中でUAJCを両国の共有財産とし、

更なる発展に双方が努力する旨の文言が記載される見込みであり、政府レベルからのUAJCに

対する認知度も高い。このように、UAJCは既に一般市民から政府上層部までにその存在を認

められるにいたっており、今後さらに、経済産業分野のみならず学術分野でも、両国の様々

な組織の架け橋となることで、さらに高いステージ（組織連携など）に発展する可能性を有

しているといえる。 
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第４章 評価 5 項目による評価 
 

４－１ 妥当性 

高い。 

1991年の独立以来、ウクライナは市場経済化に向けた経済改革に努力を傾注してきた。政府は、

開発政策として「2005-2007年国際技術協力促進のための戦略」を掲げ、国家として重視すべき基

本的方向性として、国民経済の競争力強化や中小企業振興を掲げ、経済成長に基づく貧困削減に

向けた取り組みを行っている。なかでも、市場経済に対応する経営管理分野の人材開発を重要課

題と位置づけ、経営管理研修の需要増加に対応してウクライナ全国でビジネス研修を提供する教

育組織・機関を多数設置した。現在では、約1,200のビジネス教育組織・機関が存在しており、そ

の中で20コースものMaster of Business Administration（MBA）プログラムが提供されるにいたって

いる。MBAプログラムのうち、5件はウクライナ国外の教育機関により運営されているといわれる。 

    

ウクライナへの優先的な援助として、日本はその市場経済化を支援してきており、そのため

UAJCの重点目的の一つに経営管理研修が置かれた。しかしながら、上述のように研修提供者間の

競合が極めて大きい状況にあっては、単に経営研修の基礎コースを開設するだけでは、受講者を

引き付けるには不十分であったと考えられる。2009年以降の段階で、UAJCは家具製造業者協会、

プロジェクト管理協会等の業界団体との協力を通じてビジネスプログラムを多数開発し、これら

業界団体のニーズに応える手段を講じてきた。また、SCURPEなどの関連組織からの支援のもとで、

ビジネスプログラム講師を地方都市に送る努力も払ってきた。このような形で業界のニーズに応

えることに成功した結果、UAJCのビジネスプログラムは有料セミナーを含め継続実施に成功して

いる。 

    

日本語コースと相互理解促進事業の活動を通して、UAJCは日本語と文化をウクライナ市民に普

及し、日本の対市民外交（public diplomacy）を成功裏に実現させてきた。同時に、ウクライナ市

民と学生がもつ日本の社会と文化に対する強い知的関心に応えることができた。特に、ウクライ

ナは新しい独立国であり、良好な外交関係をもつことは日本にとっても必要なため、相互理解を

強化する文化事業は両国にとって極めて有益であったといえる。 

 

４－２ 有効性 

高い。 

必要な人材と組織制度に係る両方の見地から、UAJCは、ウクライナ市民への経営管理研修、日

本語教育及び文化事業に係るサービスが提供可能な組織に成長するにいたった。これらの組織機

能は、KPIがJICA、その他関係機関からの投入になお依存する部分はあるものの、プロジェクトが

担当すべき範囲からみる限り、本プロジェクトはUAJC組織を育成することに成功したといえる。

その結果として、UAJCは対象となる受益者のニーズによく合致する形でサービスの提供が繰り返

しできるようになっている。以上の考えから、プロジェクト目標は達成されるものと判断できる。 

    

ビジネスプログラムにおいては、ウクライナの製造業とサービス・セクターが求める経営管理

のニーズを満たすことに対して一連の努力が払われてきた。そのような努力は、例えば、パート



－20－ 

ナーの業界団体との協力により開発された個々のプログラム、企業内研修、ウクライナから日本

への観光客誘致のためのイニシアチブといったビジネスプログラムの活動に示されている。この

ようなアプローチを取ることにより、ビジネスプログラムはプロジェクト目標の達成に貢献して

いる。 

 

相互理解促進事業の全活動は有料の定期文化講座とほぼ無料の他の一般的イベントに大別され

ている。この区分は意図的なもののようにみえる。その結果として、相互理解促進事業は知的関

心に係る異なったニーズを満たし、多数のリピーターを生み出すことができたと考えられる。日

本語コースにおいては、短期コースはキエフの各大学に在学する日本語履修学生に対し補修講義

を与える一方で、長期コースは初心者向けの日本語教育を提供することができた。また、UAJCの

日本語コース関係職員はウクライナの日本語教師会への支援も行った。以上のアプローチもまた

それぞれ成果を生み出しプロジェクト目標を達成するうえで貢献している。 

 

４－３ 効率性 

高い。 

地方都市に向けてビジネスプログラムのセミナーを拡大実施するために、本プロジェクトは

SCURPE及び他の関連組織の地方出張所などのネットワークを利用した。仮に、このようなネット

ワークがなかった場合、研修の場所や受講者の確保に困難を来したものと思われる。また、パー

トナーの業界団体との協力を通して実際のニーズを満たすことができるセミナーが計画された結

果、ビジネスプログラムの受講者が確保された。日本語コースと相互理解促進事業においては、

センター職員はコースの管理に専念し、講師は通常パートタイムにより雇用されている。これに

より総コストに占める固定費を低い水準に抑えることが可能となっている。2009年春以来、セン

ター職員の人事査定は能力評価から業績評価に変更して行うこととなった。以上の活動や管理は

すべてプロジェクトの効率性を上げたと考えられる。 

なお、UAJCの新築建物はまだ利用可能な状態とはなっていないが、KPI中央図書館4階の使用可

能な床面積を最大限に活用することにより、不便を抑制し、計画通りの活動ができたと考えられ

る。 

 

４－４ インパクト 

大きいと見込まれる。 

以下にあげる状況は現段階で見受けられるもので、本プロジェクトが与えた波及効果の事例と

してあげられる。これらの状況はすべて長期にわたる性格を備えており、本プロジェクトが終了

したあとも、ウクライナ側の組織のイニシアチブにより、関連活動が継続すると見込まれる。 

 

（１）P2Mの適用 

2009年以降、数回以上にわたり、UAJCは企業改革のための「P2M（プロジェクト&プログ

ラムマネジメント）」に係るセミナーを開催した。これらの中には、2010年5月にウクライナ

財務省職員約50人から80人を対象に2回実施されたセミナーが含まれる。その結果として、財

務省は、その所掌下にある投資プロジェクト・プログラムを策定する際のツールとしてP2M

を採用するにいたった。2010年8月に公表された「ウクライナ大統領が定める国家プロジェク
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ト」は、P2Mアプローチを適用することにより立案されたといわれる。 

 

（２）広島・長崎平和講座 

UAJCが実施したKPI副学長の本邦研修等を契機として、2009年以降KPIは広島・長崎講座を

第3学年の必修科目として正規のカリキュラムに導入した。KPIは、また教育科学省に対して

本講座をウクライナの他の61大学も採用するよう働きかけている。 

 

（３）カイゼンクラブの設立 

本プロジェクトによって提供された本邦研修の成果に影響された結果、最初のカイゼンク

ラブが家具製造業協会により組織され、引き続き2010年12月には、全国の会員を対象として

カイゼン協会が設立された。これらのグループのメンバー企業の間では、日本に端を発して

いる生産と経営管理に関する知識と経験を共有することが可能となったことが注目される。 

 

（４）ドニプロペトロフスクでの活動 

2010年6月に開催された第4回目のJCCに、ドニプロペトロフスク国立鉱山大学の代表が出席

し、日本文化のドニプロペトロフスク市民への紹介を図るための独自の活動を報告している。

同大学による以上の活動は、UAJCが2009年12月に同市で省エネのセミナーを開催したことを

契機としている。この大学は、またUAJCの支所を同市に設立する構想をもつにいたってもい

る。現在では、文化事業の独自実施とともに、本プロジェクト終了後に設立が予定される運

営委員会への参加を希望している。 

 

４－５ 持続性 

中程度。 

日本語コースと相互理解促進事業では、必要に応じて現地講師を確保することが可能であり、

また講師報酬もプログラムの収益により補填することができると考えられる。しかしながら、ビ

ジネスプログラムの研修事業は講師の供給源をJICAの短期派遣専門家に求めざるを得ない状況は

なお続くと考えられる。これは、セミナーや研修に求められる相当に高水準の条件をまず満たす

必要があるため、講師の現地化が難しい事情が存在するからである。 

    

ウクライナ市民の間には日本文化への強い知的関心が存在していることは間違いないが、恐ら

くは電子書籍や他のデジタル媒体の普及を原因として、最近にいたりUAJC図書室の利用者及び相

互理解促進事業の参加者の数は漸減の傾向を示している。そのような状況において、UAJCは、現

在みられるような相互理解促進事業と日本語コースの活発な運営を継続し、また市民のニーズを

一層特定するための努力を払ってきている。 

    

現在のUAJCの組織制度は、JICAの技術協力を適切に実施することを主な目的として形成されて

いるといえる。そのため、現行の組織制度は、2011年5月のプロジェクト終了前に見直し、再構築

する必要がある。またUAJCの管理運営は、KPI、JICA及びその他外部機関からの財務上の投入に

なお依存する状況にある。UAJCが公共サービスに従事していることは明らかなので、外部資金へ

の依存は妥当化できるが、現在みられるようなKPIとJICAからの運営経費の投入なしでは、特にビ
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ジネスプログラムの運営を全面的に支えることは難しいように見受けられる。しかし、UAJC組織

は既にわが国とウクライナ両国の共通財産と呼ばれるまでになっており、UAJCに資金提供を行い、

UAJC組織を活用することに関心を示す機関がいくつか見受けられる。UAJCの持続性の確保は可

能であり、過度に悲観的になる必要はないと考える。例えば、プロジェクト終了後、UAJCはKPI

の一機関として引き継がれるが、JF及び日本貿易振興機構（Japan External Trade Organization：

JETRO）がUAJCの事業に本格的に参入することが検討されており、これら新たなアクターによる

新しい事業実施体制が実現すれば、UAJCの持続性はさらに高まると考えられる。 
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第５章 結論・提言・教訓 
 

５－１ 結 論 

本プロジェクトの開始以来、UAJCはビジネスプログラム、相互理解促進事業及び日本語コース

の各プログラムに合計で約6万人の参加者を受け入れてきた。UAJCは、ウクライナの経済成長の

ために必要とされた人材開発に寄与し、また、ウクライナと日本の相互理解と協力を促進するう

えで不可欠なセンターとして機能するにいたっている。関連の指標にみられる達成レベルからす

ると、プロジェクト終了時までにプロジェクト目標は十分に達成されると判断できる。 

さらに、本プロジェクトは公共・民間両セクターに大きなインパクトを与えると見込まれてい

る。合同評価調査団は、特に企業によるカイゼンクラブの設立、KPIによる学生への広島・長崎講

座の提供、財務省におけるP2Mの採用、地方都市でのUAJC支所設立の試みに注目した。これらの

活動は本プロジェクトの投入以外のリソースにより成立しているため本プロジェクト終了後も継

続可能な点に、インパクトの持続性が見出せるからである。 

プロジェクト目標が達成されることは確実と考えられるが、プロジェクト終了後もUAJCの機能

を維持するためには、UAJCに関与するウクライナ及び日本の関係機関により、UAJC存続に必要

な手段の特定に向けた一層の努力が払われるべきである。求められるべき手段を提言として次節

にあげる。 

 

５－２ 提 言 

本プロジェクト終了後に、UAJCの運営管理はKPIに引き渡される。しかしながら、UAJCがその

機能を維持発展させ、ウクライナと日本との友好の象徴でありつづけるためには、両国の様々な

ステークホルダーの関与と貢献が必要である。そこで合同評価調査団は次のとおり両国の関係機

関に提言する。 

 

（１）第一に、各ステークホルダーは本プロジェクト終了後のUAJCへの関与と貢献を相互に確認

し、遅くともプロジェクト終了4カ月前までに、将来的なUAJC活動の規模と範囲に係る合意

を形成する。 

 

（２）以上の合意に沿って、KPIは、プロジェクト終了3カ月前までに、UAJCの管理運営のための

最適かつ実施可能な組織計画を策定する。同時にステークホルダーは、UAJCの引渡しに伴っ

て生じる課題の特定と解決を図る。 
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上記のタスクを実施するためのロードマップ案は以下のとおり。（付属資料3のAnnex 12） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ANNEX 12
        Meeting in Early Feb. Ver.0, Dec. 22, 2010

              Termination of the Project ↓

December, 2010 January, 2011 February, 2011 March, 2011 April, 2011 May, 2011
★Overall Management of
UAJC

Volume/Scale of operation
and contents of
activities

 ▲Steering Committee

Employment of UAJC staffs

Office space/Fuel,
electricity and water
charges

Transfer/Sharing know-how
on UAJC management to New
UAJC Director

▲Steering Committee

Establisment of mechanism
to operate and monitor
profit account of UAJC

▲Steering Committee

Establisment of mechanism
to compensate salaries to
UAJC staffs

★Operation of Activities

Business Program ▲Steering Committee

Japanese Language Program ▲Steering Committee

Mutual Understanding
Program

▲Steering Committee

★Dispatchment of
Japanese Language Expert

Agreement on the
dispatchment of Japanese
Language Expert

★Framework of UAJC

【Establishment of
Steering Committee(SC)】

▲Steering Committee

【Revision of reguration
of UAJC in KPI byelaw】

▲Steering Committee

★Input from JICA after
the Project in JFY 2011

Follow Up Cooperation
(Japanese Expert)

Training in Japan

：Japanese side（E=Embassy、J=JICA、F=Japan Foundation、T=JETRO、P=Project）

：Ukrainian side (KPI）

：Both (Ukrainian and Japanese) sides

Stakeholders consider 
participation & input to UAJC

Consider the 
conditions 

for each UAJC 
staff

Interview to 
each UAJC 

Select Ukrainian 
Director of UAJC and 

Transfer of know how on management of UAJC to the 

Identify the issues to be 
solved to operate and moniter 
profic account of UAJC(P)

Consider solutions and start negotiation (in connection 
with the framework of SC & regulation

Inform KPI on the idea 
of JICA(J)

Consider TOR of 
expert and submit 
application to JICA

Inform KPI on the 
idea of JICA(J)

Work on detailed activity 
plan

Make 
tentative  

input 

Negotiation

Work on the activity plan 
after completion of the 

Project

Negotiate on the  
scale & contents 
of activities of 
UAJC after 
completion of the 
Project

Negotiate on the 
office space/Fuel, 
electricity and 
water charges

Negotiate on the 
mechanism of 
compensation

Consider contents of 
Training in Japan 
and re-submit the 
revised application

Make 
tentative  
input 

plan(P,F)

Negotiate on 
the employment 
of UAJC staffs

Identify the 
issues to be 
solved for 
employment 
of UAJC 
staffs

Submit 
necessary 

information on 
the staffs to 

Consider 
mechanism of 
compensation(

P,J)

Make 
tentative  
input 

plan(P,F)

Consider necessary 
measures & negotiate 
with stakeholders

Negotiation

Negotiation
Work on detailed activity 

plan

Work on detailed activity 
plan

Consider issues to 
be solved to revise 
KPI's byelaw of UAJC

Negotiate framework 

& detailes of byelaw

Work on the Framework of SC→Start 
negotiation with KPI（E)

Negotiate on 
detailed framework 
/byelaw of SC

Explain to the 
ministries (Min. Edu. 
& Min. Economy, 
etc.)

Support KPI on the 

Explain to the 
ministries (Min. Edu. 
& Min. Economy, 
etc.)

Confirm the 
progress

Confirm the 
progress

（JFY2011)
Arrival of 
Japanese 
Language 
Expert(F)

Coodination and negotiation for making agreement
Consider contents of 

agreement and Identigy 
the issues to be 

solved (F)

Negotiation
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ロードマップ案はあくまで現時点での想定であり、本プロジェクトの終了までの残り期間にお

いて、ステークホルダーがそれぞれの役割と分担を認識し、ロードマップとして落とし込み、こ

れを参照しつつプロジェクト終了～UAJCの自立的運営に向け、円滑な移行を図ることが望ましい。 

 

５－３ 教 訓 

本プロジェクトの教訓は以下のとおりである。なお、日本センタープロジェクトは、8か国（ウ

クライナ、ウズベキスタン、カザフスタン、カンボジア、キルギス、ベトナム、モンゴル、ラオ

ス）で展開されているが、本プロジェクトのみが5年間の協力をもってプロジェクトを終了する予

定である（フェーズ2などの継続支援を想定していない）。 

つまり、UAJCは、初期のプロジェクト目標を達成する見込みが高く、持続性も確保される見込

みが高いことから、終了を迎えることになるが、本プロジェクトの経験は、他の日本センタープ

ロジェクトの将来展開においても参考となるものであると考える。 

 

（１）ビジネスプログラムにおける方向転換 

本プロジェクトのビジネスプログラムでは、当初市場経済化に資する人材育成に主眼を置

き、経営研修を中心に事業を行っていたが、ウクライナでは既に同様の活動を行う機関・組

織の競合が激しく、単に経営研修の基礎コースを開設するだけでは、受講者を引き付けるに

は不十分であったため、産業界や業界団体と連携し、これらのニーズに即したビジネスプロ

グラムの開発と実施を行うことに方針転換を行った結果、多くの受講生を集めることに成功

した。現地の環境及びニーズに照らし、時宜にかなった活動を行うことが受講生の獲得につ

ながったと考えられ、当初の計画に捉われずに柔軟に計画変更などの対応を行ったことが有

効であったといえる。 

 

（２）組織としての自立発展性 

UAJCを運営していくのはセンター職員である。本プロジェクトは、限られた期間において

所期の目標を達成すべく、既に基礎知識や社会人経験もあり、潜在能力も高い人材をセンタ

ー職員として採用した。このことで、センターの運営管理はほとんどすべてを職員のイニシ

アチブで運営管理できる体制にまでいたっている。またスタッフのやる気も高く、積極的に

UAJCの運営にかかわっており、人的な組織体制に憂慮する点はない。しかし、能力の高いス

タッフであるゆえに、他からの引き合いなどにより、将来的に離職となる可能性も否定でき

ないことからスタッフが代わっても活動を維持・発展できる体制を構築するよう（例えば業

務マニュアルの整備等）、他の類似プロジェクトにおいても、プロジェクトの協力期間中から

十分に認識しておく必要があると考える。 
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第６章 団長所感 
 

６－１ 評価結果 

ビジネスプログラムについていえば、旧ソ連の崩壊により、共産体制から自由経済に移行する

なか、市場経済化を後押しする人材のニーズは高かったものの、ウクライナ国民の技術・知的レ

ベルの高さや、欧米のビジネス研修機関が多く存在したことから、他の日本センターで実施して

きた広く一般向けに実施するタイプのビジネス研修は苦戦を強いられた。しかしながら、ビジネ

ス研修をウクライナ内の業界団体（家具協会、農業協会、マーケティング協会など）と連携しつ

つ、より研修内容を一つ一つオーダーメイドで形成することにより、ウクライナ側からの評価を

得ることができた。 

日本語コース、相互理解促進事業では、本プロジェクトは、開始当初から技術協力プロジェク

トとしては5年間に限定することを想定していたため、プロジェクト開始当初から、将来的な自立

に向け、可能な限り現地リソースを活用しつつ、かつ独立採算で運営できるよう努力してきた。

結果、現時点で、当該事業の多くが受講料などの収益と現地人材（講師）の活用により、実施で

きる体制が構築されたといえる。 

よって、今次終了時評価調査団は5年間という限定的な期間の中で、所期のプロジェクト目標で

ある「ウクライナ日本センターが『ウクライナの経済成長に資する人材の育成』と『日本・ウク

ライナ両国の社会・経済・文化面における交流関係促進』という総合的機能を果たすための体制

が整備され、かつUAJCがその役割を果たすようになる」は達成されるものと結論づけた。 

 

６－２ UAJC 5 年間の成果 

JICAの本プロジェクトは、2011年5月に終了する。しかし、これまでの活動により多くの波及効

果がみられる。とりわけ、以下にあげる3点は、プロジェクト終了後も、ウクライナ側により活動

が継続される可能性があるという点で特記すべきものである。 

    

（１）カイゼンやP2Mという日本を代表する知識がウクライナ人により継承 

家具協会に所属する者がUAJCのC/P研修に参加し、生産管理を本邦で学習し、帰国後に同

協会内に有志でカイゼンクラブを設置した。同クラブはメンバー企業の経営改善のため、定

期にテーマを設定し、勉強会を開催している。また、本邦からのP2M専門家の指導により、

P2Mのフィロソフィーを基に財務省改革指針スタンダードが作成されることとなった。 

 

（２）日本とウクライナ間のビジネスマッチング 

ウクライナでは、現地日本大使館以外に、UAJC以外に日本に関係する情報を入手できる機

関がない。また、ウクライナ側のみならず、本邦からも双方の国に対する照会が日本センタ

ーに寄せられ、日本センターが両国の関係機関の橋渡しを行ってきた。これにより、例えば

NEDO関係者による省エネセミナーをKPIで実施したことに端を発し、「CTI（気候変動対応技

術活動）セミナー」や「地球温暖化問題と低炭素社会セミナー」が実施され、日本・ウクラ

イナ間の排出権取引につながったケースもある。さらに、わが国はとうもろこしや大豆とい

った穀物は輸入に依存しており、食料の安全保障の観点からも、安定的な穀物の輸入先の確

保が不可欠であるが、ウクライナが輸入先の候補となった際に、UAJCが現地での情報収集を
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支援することができた。 

 

（３）独立国家として歩み始めたウクライナ市民の親日感情を醸成、国際社会で日本を支持する

親日国家とすることに貢献 

ウクライナは旧ソ連崩壊後に独立した比較的新しい国家であり、わが国との外交関係も新

たに構築された。わが国にとっては、新たに国連の1票を投じることとなった同国との友好関

係を構築することは、外交戦略上不可欠である。特に、欧州・旧ソ連地域の安定にとってウ

クライナの民主化推進が不可欠であり、確固たる民主国家である日本との関係強化は重要と

なっている。その観点から特に「対市民外交の拠点」として、広くウクライナ市民に対し日

本理解を促進し、親日感情を醸成する活動を行ってきたUAJCは、わが国の国益にかなってい

るといえよう。特に、UAJCでは単なる文化イベントの実施のみならず、TV、ラジオ、マスコ

ミ、ニューズレター等の広報媒体を通じた広報を積極的に行っており、その効果は計り知れ

ない。 

さらに、C/P研修に参加したKPI副学長のイニシアチブにより、KPIの学生向けに「広島・長

崎講座」を開講し、すべての3年生の受講が義務づけられたことは、非核意識を浸透させ、か

つ「平和国家日本」を今後も継続的にアピールすることができるものである。KPI側は、同講

座を他の大学にも普及させようと、ウクライナ教育・科学・青年スポーツ省にも働きかけて

おり、今後ウクライナ全土に波及する可能性を秘めている。なお、この取り組みは、「核のな

い世界」をリードするウクライナ国家の方針に合致しており、わが国はこれを支持している

ことを申し添えたい。 

 

６－３ 今後のロードマップ 

これまでのウクライナ側との議論により、本プロジェクト終了後は、KPI側がUAJCの運営主体

となることが合意されている。他方で、UAJCが日本・ウクライナの共通の財産であることにかん

がみれば、日本からの投入が全く失われ、ウクライナ側からのみの投入によって活動が継続され

ることは想定しがたい。KPI側も今後のUAJCの体制を考えるうえで、本プロジェクト終了後にど

れだけの活動が維持されるのかを知ることが不可欠である、としている。 

JICAからの投入は、相当程度縮小される一方で、JFはJICAプロジェクト終了後も継続して日本

語教育専門家をUAJCに派遣する用意があるとしている。現時点では、今後の日本からの投入の大

半はJFからの投入となることが予想されるため、JF関係者を交えてウクライナ側と、技終了後の日

本の投入と維持できる活動の範囲を確認する必要がある。その上で、活動を維持していくために、

必要な体制を日本・ウクライナ双方で検討するのが現実的アプローチと考える。 

なお、上記協議はなるべく早い段階が望ましく、2011年2月初旬が適当と考える。理由としては、

1月下旬にウクライナ大統領の訪日が予定され、そのタイミングで、UAJCの成果に触れつつ、今

後も日本・ウクライナ双方がUAJCを支えることに言及する可能性があり、今後の日本・ウクライ

ナ双方の投入の確認を行うによいタイミングと考える。また、2月になれば、JICAやJFの2011年度

予算も明らかになり、投入規模も想定しやすくなる。また、体制以外にも、KPI側がUAJCを維持

するために必要としている国際協定に準ずるものや、収益金の取り扱いなども一つ一つ解決して

いく必要がある。加えて、本プロジェクト終了に向けての作業（資機材の譲渡、現地公金口座の

閉鎖）とJFからの新規専門家派遣手続きなども確認する必要がある。 
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１．ウクライナ側 

 

（１）経済発展・貿易省 

Mr. Garmish 局次長 

 

（２）教育科学省 

Mr. Sukholytkyi 国際協力・EU 統合局長 

 

（３）キエフ工科大学 

Prof. Zgurovsky 学長 

Prof. Yakimenko 第一副学長 

Prof. Sydrenko 副学長（国際関係担当） 

 

（４）ＵＡＪＣ 

Mr. Tsiganok UAJC 所長 

Mr. Ogorodnik UAJC 副所長 

 

２．日本側 

 

（１）ＵＡＪＣ 

水谷 修 チームリーダー 

平賀 達哉 日本語コース専門家 

古川 瑞穂 UAJC スタッフ（総務） 

 

（２）在ウクライナ日本大使館 

佐藤 義晴 一等書記官 

岡本 佳子 一等書記官 

村井 真一 二等書記官 

高橋 佑輝 三等書記官 

 



 

 

２．面談録 
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面談記録 

日時・場所 2010 年 12 月 8 日、12:00～12:30、UAJC 

聴取相手 Ms. Elena BZHOLA, Manager (MUP) 

その他参加者 なし 

2009 年 2 月 UAJC 就職。 

 

相互理解事業の 9 割は日本文化の紹介。残りの 1 割はキエフ在住の日本人に対するウクラ

イナ文化（復活祭の彩色卵の作り方など）の紹介。文化事業は量的には十分であると思う。

質的には、分野と講師にもよるが、十分ではないところもある。セミナーの事後評価で不

満を見受けることがある。講義・セミナーの場合は全てアンケート調査を実施している。

調査結果は集計されている。 

 

相互理解事業の立案・実施は次のように行なっている。 

 毎年 3 月中に 4 月以降の年間計画表を作成する。 

 日本からのボランティア団体の事業など臨時のイベントが入る場合はその都度計画に

追加する。 

 計画立案は project officer（ウクライナ人職員）が行なう。有料コースを計画する際に

は、収支のバランスを検討する。今はフォーラムの有料化を検討中。 

 規模の大きなプロジェクトの場合は、スポンサー探しから仕事が始まる。例えば雅楽

コンサート（1,100 人参加）は JTI（ウクライナ支社、工場 2 箇所に有り）が支援した。 

 上記の例では、UAJC が直接行なった活動は、各会場を無料にするための交渉、広報

（集客）、交通手段の手配などであった。イベントの内容にもよるが、今は日本ブーム

なので、集客はさほど難しくない。特に書道などビジュアルなものは集客がそれほど

難しいことはない。 

 メディアを集める場合は、話題性を持たせることが難しい。話題性に乏しいと、目に

見えて集まりが悪くなる。 

 

JICA プロジェクト終了に伴い管理が移管されると、人件費や旅費の負担ができなくなる。

現在の職員の 9 割が退職するのではないか。新人であれば続ける可能性が大きい。例えば、

自分の同級生には、大学卒業後 2 年間無職の者がいる。条件が良くないとしても、就職し

たいはずである。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 8 日、13:30～14:00、UAJC 

聴取相手 Ms. Natalia PETROVSKA, Manager (JLC) 

その他参加者 なし 

2007 年 UAJC 就職。当初から日本語コースを担当。 

 

日本語教師は若い女性が多い。結婚、転職（英語分野）、国外転居など様々な理由により、

来年も講師を続けてくれるか、分からない場合が多い。 
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毎年、日本語学科卒業生は相当数存在する。ただし日本語ができても、それだけではウク

ライナ国内では就職機会が少ない。（大学以外に）日本語学校があるが、UAJC の質が も

高い。UAJC の受講生数は大学の日本語学科（講座）の学生数にほぼ匹敵する。 

 

日本語コースの事後評価について（注：毎年 9 月に開講し、翌年 6 月に終了する。アンケ

ート調査はコース終了時の 6 月頃に実施する）。2009 年分は実施しているが、2010 年は未

実施であった。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 8 日、14:00～14:45、UAJC 

聴取相手 Ms. Olga BRONDZYA, Manager (BP) 

その他参加者 なし 

2008 年 9 月 UAJC 就職。 

 

生産管理（家具業界、その他一般）、ニューズレター、カイゼン、マーケティングの分野に

おけるビジネスプログラムを担当。自分の前任者は産学官連携を担当していた。KPI 採用

職員のウラジミール氏は省エネと NTT を担当していたが 2010 年 7 月か 8 月に離職した。 

 

過去 2 年間（2009 年当初以降）で、BP の活動は極めて活発となった。具体的には、短期

専門家の人数や家具協会、マーケティング協会、農業協会（Agriculture Association）など

の組織に対する UAJC の活動内容の多様化（注：UAJC に派遣された日本 PM 協会理事長・

田中弘氏の言う“事業ポートフォリオ多角化”と同じ）と活動件数の増加に見ることができる。

なかでも、プロジェクト管理手法（P2M）の紹介のため、財務省で 2 回行なわれたセミナ

ー（田中弘氏担当）は大いに成功を見せ、P2M 手法を国の財政制度に適用する動きがある

と言われている。 

 

専門家のセミナー等の水準に対する要求の度合いは強い。ウクライナは欧州の一国家であ

り、求める知識・技術水準は相当に高い。これは忘れてはならない条件である。基本的な

知識を伝えるだけでは不十分。2010 年派遣の生産管理の専門家（本プロジェクトでは初め

ての公示により「生産管理」専門家をリクルート）は、英語による質疑応答ができないな

ど言語の問題もあったが、講義内容が基本の範囲を出ないもので、期待はずれであった

（注：BP 担当のもう一人、Mr. Ivan Sarwar も同意見）。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 8 日、15:00～15:30、UAJC 

聴取相手 Ms. Svitlana PASICHNYK, Manager (General Affairs) 

その他参加者 なし 

2008 年 6 月 UAJC 就職。 

 

視聴覚マテリアル一般の作成、広報、出版を担当。UAJC のウエブサイトの維持管理も行

なっている。ウエブサイトで使用されている 4 言語（ウクライナ語、露語、英語、日本語）

の内、日本語は古川氏が担当。来年の UAJC ダイアリーの作成は終わった。New Year Card
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は作成中。 

（注：この他に JICA プロジェクト終了への対処について話があった。給与費の大幅削減に

対して、ウクライナ人職員がどのように対応するかは個人により異なるが、何とかセンタ

ーに残された途を探るにしても、KPI からの提案がないと検討のしようがないとする意見

が聞かれた） 

 

日時・場所 2010 年 12 月 8 日、15:30～16:00、UAJC 

聴取相手 Ms. Iryna KITSA, Manager (BP) 

その他参加者 なし 

2009 年 10 月 UAJC 就職。 

 

採用当初は、ビジネス/プランの助手、貿易、融資関連を担当。現在は、マーケティング、

本邦研修（生産管理）、ニューズレター（日本分野）の分野におけるビジネスプログラムを

担当。 

 

ビジネス分野のセミナーの立案・実施は次のように行なっている。 

 セミナーのトピックを決めて計画の素案を作成する。 

 関係組織（例えばマーケティング協会や地方の商工会議所）とトピックは何が良いか、

何日行なうか、どの市で行なうか、対象グループは何かなどを討議する。その上で期

間的な枠組みを計画する。 

 水谷所長の了解を得る。 

 必要なタスク、期限などをまとめた計画案を JICA 本部に送付する。 

 講師が決まった後は、地方の関係組織とコンタクトして情報を周知する。その後、講

師の C/V や写真などを送付する。他に教材の翻訳、通訳の選定、国内旅行の予約など。 

 ハンドアウトの印刷。地方であれば送付。セッション中のコーヒーブレークの手配 

 事後はコース評価と評価結果の集計 

 

以上のプロセスの中で困難な事項 

 計画素案の作成（注：特にニーズの把握） 

 計画立案のアイデアを JICA 本部の担当職員に説明することが難しい。大抵理解できな

いと言われる。（注：ウクライナの各業界では、経営管理の基礎的知識は既に大学やビ

ジネス学校で承知している人が多い。そのような人達の経営管理面でのニーズをきち

んと把握すると、研修内容の焦点が絞られてくる。対象業界に沿いかつ実践的な内容

が求められることとなる。その結果、ファイン・チューニングされた TOR に対応し得

る講師をリクルートすることが課題となる。） 

 信頼性の高いパートナー組織（ウクライナ国内）を選定することが難しい。 



 
 

－35－

 
日時・場所 2010 年 12 月 8 日、16:00～16:30、UAJC 

聴取相手 中村仁氏、図書室受付 

その他参加者 なし 

2010 年 6 月 UAJC 就職。 

 

キエフ市に 8 年在住。国立言語大学修士課程修了。KPI から誘われて現在の勤務に就いた。

(注：現在、図書室受付の仕事は臨時雇用のポストとなっている。KPI への移管後も図書室

受付のポストに人員が配置される必要がある。書籍の相当部分が日本語書籍なので、日本

語を解することが受付の資格要件となる。JICA のプロジェクトでは、このポストは臨時職

で対処しているが、KPI の場合には、どう対処されることとなるか未定である) 

 

日時・場所 2010 年 12 月 8 日、18:00～18:30、UAJC 

聴取相手 平賀達哉氏、日本語専門家（JF） 

その他参加者 なし 

 

2010 年度から日本語教師会支援の担当が UAJC からシェフチェンコ大学の三森先生（JF

専門家）に変更された。これは UAJC には新規の JF 専門家が今後派遣されない見込みが

かってあり、そのために取られた措置であった。シェフチェンコ大学に支援拠点が移動し

たが、教材・書籍のストック場所の提供及びコピー作業が可能なことなど、UAJC は依然

として事実上の支援拠点となっている（三森先生にはオフィスが無い）。 

 

Natalia PETROVSKA 女史（2007 年採用、日本語コース担当者）は経験も積み、コース運

営の状況も安定している。コース詳細についてなお改善点も見られるが、仕事の能力は満

足できるレベルにある。 

 

独立国家共同体（CIS）の中では、日本語学習者数の多さは、ロシア、ポーランド、ウクラ

イナの順である。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 9 日、12:00～12:20、木造家屋建築展示会場、キエフ 

聴取相手 Mr. Andriy GRUBSKY, KPI 卒業生、日本語・文化事業受講生 

その他参加者 なし 

日本語コースと文化事業（茶道、料理など）の受講者 

 

日本語や日本文化に関心を持つ理由。自分の専門分野はポリマー（重合体）。この分野では

日本は高い技術を持つ。またナノ技術やロボテク等でも日本が 先端。 

 

資源小国で海に囲まれているにもかかわらず、世界トップクラスにまで日本経済は発展し

た。なぜ発展できたのか、その理由が知りたい。そのために文化を学んでいる。1970 年代

以降から資源リサイクル技術・事業が開発されている。この辺に注目して勉強している。 
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100km 余も離れた町から茶道に参加するためだけに UAJC に来ている人もいる。来館して

も何も買わず、何も取らず、ただ見るだけのために来ている。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 9 日、13:45～14:15、UAJC 

聴取相手 Ms. Victoria MYRONCHUK, Manager (MUP, Library) 

その他参加者 なし 

2006 年 4 月 UAJC 就職。 

 

図書室の書籍管理。目録のメンテナンス。姉妹都市（キエフと京都は 40 周年、オデッサと

横浜は 45 周年）との提携支援、ポスターのデザイン・制作などを担当。 

 

プロジェクト当初（2006 年 5 月）は、受付（自分）、図書係及び田宮氏の 3 人で業務を開

始した。その後 5 年間で、職員が増え、またイベント数も増えた。 初は、日本語と文化

事業から開始され、その後水谷所長が来てから、ビジネス・プログラムが（本格的に）始

まった。田宮氏は BP 分野外の人で、JICA 本部に専門家を送ってくれと何度も頼んでいた。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 9 日、14:20～14:50、UAJC 

聴取相手 Mr. Igor TKACHUK, Manager (Driver) 

その他参加者 なし 

2006 年 6 月 UAJC 就職。 

 

公用車の運転手以外の業務として、イベントのビデオ撮影・編集、買い物、倉庫（地階と 4

階）の出し入れ、その他事務室の雑用一般を行なっている。地方都市での仕事にもロジ関

係に従事する。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 9 日、15:00～17:00、NTUU “KPI”本部 

聴取相手 Prf. Sergey SYDORENKO, Vice-Rector, NTUU “KPI” 

その他参加者 Ms. Kateryna LUGOVSKA, Ms. Alla（通訳） 

NTUU “KPI”の国際協力担当副学長。 

 

UAJC は日本とウクライナの架け橋の役割を持つ。様々な分野において広くその役割を持

つべきもので、単に KPI の利益に限定された役割を追求するものではない。例えば、チェ

ルノブイリ原発事故による被爆経験を契機とする KPI 主催の広島・長崎講座の実施（2009

年 9 月、UAJC 支援）の例に見られるように、UAJC が果たし得る役割の範囲は広い。 

 

KPI が関心を寄せる産学官連携事業、省エネ及び先進技術分野に対する UAJC 活動につい

ては、次の段階において、これらの分野に関連するプロジェクトが実施されること、その

際には KPI の若い研究者が中核となること等を期待したい。 
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自分の専門分野は材料科学（特に薄膜素材）である。京都大学（今井教授）と学術交流を

行なう予定である。交流には教授同士のコンタクトが必要である。 

 

UAJC は、モスクワの日本センターよりも活発に事業を行なっている。KPI が UAJC に置

く優先度は高い。JICA プロジェクトが終了しても事業を継続する意志を持つ。終了後日本

がどのような投入を行なうか確認したい。できれば現在の体制を継続してほしいところで

ある。そのように再度要求するつもりである。 

 

UAJC が営利事業を行なうことについては経済省から許可を受けている。JICA プロジェク

トが終了した後も許可の有効性は継続する。NTU“KPI”においては、UAJC は NTUU 国際

部の一部門として組織的に位置付けられる。 

 

UAJC 用の新棟（建物 No.35）建築工事予算確保について努力を続けてはいるが、何時移

転可能になるかまだ不明。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 9 日、19:15～20:00、UAJC 

聴取相手 Mr. Ivan Sarwar (BP) 

その他参加者 なし 

2008 年 5 月 UAJC 就職。 

 

オデッサ大学で電子工学の学位取得。その後東北大学に留学。民間会社、NGO、英国大使

館（3 年間）などに勤務。転職する内に経営管理の分野に関心を持つようになった。 

 

個別企業へのコンサルテーション（経営指導）事業は 2008 年以降開始。JICA 短期専門家

の協力を得て、人材育成（HRD）と生産管理（PC）の二分野でサービスを提供。一日 1,040

米ドルの報酬を受ける。これまでに約 20 社に対して経営指導を実施済み。2010 年派遣の

生産管理の専門家の協力を得て、ある企業から二日間の経営指導を受注した。ところが一

日目の経営指導が終わった段階で、二日目をキャンセルされた。これは指導内容の水準が

低かったためである。（注：経営指導はコンサルタントや TAM/BAS プログラムなど競合相

手の多い業種。UAJC のブランド価値の低下につながりかねない問題であるが、担当者と

して対処が分からず困惑しているように見受けられた） 

 

カイゼン協会の主な目的は UAJC が現在行なうビジネス・プログラム（BP）の実施にある。

ここには、JICA プロジェクト終了後も BP 継続を可能にすることが念頭にある。理由の一

つとして、KPI に移管されると UAJC は政府機関となる。一方、カイゼン協会は NGO で

ある。両者の違いが BP 実施に影響を持つと考えている。 
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日時・場所 2010 年 12 月 10 日、10:00～10:50、Taras Shevchenko Univ. 

聴取相手 Dr. Ivan BONDARENKO, Vice-Director, Taras Shevchenko Univ. 

その他参加者 片岡先生（JF 専門家） 

ウクライナにおける日本文化研究の第一人者。 

 

ウクライナの日本文化に対する関心は強い。これに対しこの 5 年間 UAJC は十分な貢献を

果たしてきた。ブリティッシュ・カウンシル、孔子学院、ゲーテ学院などと比較して、格

段に良い活動を行なってきた。 

 

だが、なぜ工科大学（KPI）を受け皿としたのか、ここが疑問である。KPI が提供している

施設も狭い。シェフチェンコ大学では、もらった予算は自由に使える。KPI の予算は使途

が決まっている（自由に使えない）。財政基盤が全く違う。 

 

キエフ市 5 大学に日本語講座がある。他の 5 市（オデッサ、ハリコフ、ニトロペトロフス

ク、クリミア、リボック）にも講座もしくはコースがある。キエフ市だけで 1 学年から 5

学年合わせて約 500 人が日本語講座に在学。この内 300 人が UAJC の日本語コースや文化

事業に毎週参加している。文化事業は日本語の学生にとって大変有用である。また図書室

の日本語書籍も卒論作成などに不可欠。 

 

JICA プロジェクトが終了となると、UAJC は困難な時期を迎えることになる。市民参加者

にとって難しい状況となる。孔子学院は共同所長制である。UAJC も日本人所長を継続し

て置かないと弱体化するのでは。 

 

何故日本文化に関心があるか。ウクライナでは 1991 年の独立後、キリスト教などが復活し

異なった宗教が併存している。日本でも仏教と神道がある。また独立直後の混乱により経

済は急下降した。日本は敗戦後 30年間で世界経済のトップクラスに成長した。どうしたら、

そのようなことが可能なのか。ウクライナでも可能か。そのような関心がある。現在の日

本経済の停滞は残念でならない。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 10 日、11:50～12:50、UAJC 

聴取相手 古川瑞穂氏、業務調整（GA, MUP, 広報等） 

その他参加者 なし 

2008 年 6 月 UAJC 就職。 

 

排出量取引は NEIA（エネルギー関係の政府機関）が担当。2009 年 3 月に日本とウクライ

ナは政府間で京都議定書に基づく排出量取引に関する購入契約を締結。これで 300 億円の

ビジネスチャンスが生じ、そのため日本の総合商社各社がキエフに駐在員を置いていると

言われる。 
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2010 年 8 月に大統領が定める国家プロジェクト 10 件が公表された。計画策定の作業部会

長はカスキフ議員。UAJC の仲介により、2010 年 12 月 1 日に日系企業を対象としたカス

キフ議員による国家プロジェクトのセミナーを実施した。 

 

文化事業に対する問い合わせ。小学校からは折り紙の授業への UAJC 支援を依頼するケー

スが多い。また日本関連のイベントでも支援の要請がある。このような件について問い合

わせが多く来る。受付の記録を取ってはいないが、とにかく多い。水谷所長の方針として、

収支均衡を図る事業では、センター職員は事業実施に直接携わるのではなく、事業の管理

に専念することが求められている。外部からの問い合わせに対しては、実施効果の有無を

見極めた上で支援（出張実施）を決めている。 

 

JCC 議事録。3 回目も 4 回目も議事録はある。4 回目の議事録提出が遅れているのは、JICA

コメントをウクライナ語にして KPI に提出しているが、KPI からまだ未返却のためである。 

 

職員への賞与。以前は所長と専門家が能力評価（コミュニケーション能力など）を行ない

賞与額に反映させていた。水谷所長着任後は能力評価は中止。2009 年は一律支給。2010

年分は各人の業績を評価しこれを反映させることになっている。2009 年度から各人の担当

業務が示される全体年間業務計画が作成されているので、業績評価が可能となっている。 

 

以前はビジネス研修（セミナー）は一般的な分野（人材開発、生産管理、マーケティング

等）別に行っていた。途中から業界別の研修に切り替えた。業界団体として、家具協会、

マーケティング協会などがある。これらの協会をパートナーと称している。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 17 日、13:00～13:20、ウクライナ農業・私的土地所有者

協会 

聴取相手 Mr.Mikola Stepanovich（ウクライナ農業・私的土地所有者協会会長）、

Mr. Vitaiy Lvov（同協会第一副会長）、Garina Lozenko（コンサルタン

ト）  

我方参加者 伏見、水野、Yulia Zamorska（通訳） 

 

（Mr.Mikola Stepanovich） 

・ウクライナ農業・私的土地所有者協会について 

4 万 2 千の農家が会員となっており、各州に支部を有す。今年設立 20 周年。 

 

（Mr. Vitaiy Lvov） 

・UAJC との協力関係 

主に本邦研修での協力で、関係が開始されてから 2 年経つ｡2009 年度に実施された「農産

物生産管理」には、第一副会長も参加した。 

本研修では、全農の関係者から講義を受けたり、商社（丸紅、三井物産、三菱商事等）に

会う機会があった。三菱商事については、ウクライナにある同社事務所と今もコンタクト
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が続いており、ビジネスマッチングとして良い機会であった。 

また、品質管理についても、農産品の品質管理を司る機関への訪問が大変参考になった。

日本とウクライナとではその方法は異なるものの、将来日本に輸出する場合、日本基準の

品質管理として心得るべきことを学んだ。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 17 日、14:15～14:50、UAJC 

聴取相手 Mr. Garmish (経済発展・貿易省局次長)、Mr. Tsiganok (UAJC ウクラ

イナ側所長) 

我方参加者 伏見、水野、Yulia Zamorska（通訳） 

 

（Mr. Garmish） 

2006 年 5 月のプロジェクト開始から見ているが、プロジェクトに対する経済省の評価とし

ては“良い”といえる。肯定的な評価である。 

 

ビジネスコースでは、経済金融発展における講義が有用であった。また、日本語について

は日本語を学びたい人の数は年々増えている。さらに相互理解促進事業については、映画

祭等に自分も参加し、大変興味深かった。 

 

当省は、プロジェクトの機材の通関時における免税措置のための書類作成等で協力したが、

プロジェクト終了後はその免税の枠組みがなくなるため、課税対象となることを理解いた

だきたい。センターがなくなるのは惜しい。ぜひ継続してほしい。特に日本語は日本人を

配置すべき。 

 

（伏見） 

UAJC はなくならない。JICA のプロジェクトが終わるということ。日本語は JF が専門家

の派遣を継続する予定である。 

 

（Mr. Garmish） 

JICA による財政的な支援や機材の支援などはないのか。 

 

（伏見） 

JICA は短期専門家を 1～2 名派遣する程度となる見込み。 

 

（Mr. Garmish） 

来年 5 月にプロジェクトが終了した場合、何か機材を導入する場合は税金がかかることを

理解してほしい。また日本センターが何かを購入する場合も付加価値税（VAT）がかかるこ

とになる。 

 



 
 

－41－

（伏見） 

JICA のプロジェクトが終わる＝無税措置が取れなくなる、ということは理解した。UAJC

については、大使館が政府と話し合ってもらいたいと思う。 

 

（Mr. Tsiganok） 

JCC で日ウ双方が同意したのは、新しい基盤を設ける必要がある、ということ。プロジェ

クトの残り期間でその基盤整備を行う予定。プロジェクト終了後は UAJC はスペースの借

料や光熱水費を支払う必要が出てくる。もし支払いが不可能となった場合はスペースの面

積を減らすということも仕方がない。なお、光熱水費は実際には教育科学省が負担してい

る。 

 

（Mr. Garmish） 

経済省の名称が Ministry of Economic Development and Trade に変更となった。29 あっ

た省庁が 20 に減る。職員数も今後 6 ヶ月をかけて 30％削減される予定。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 17 日、15:15～15:50、教育科学省 

聴取相手 Mr. Melyan Sukholytkyi (教育科学省国際協力・EU 統合局長)、Mr. B. 

Tsiganok (UAJC ウクライナ側所長) 

我方参加者 伏見、水野、Yulia Zamorska（通訳） 

 

(Mr. Sukholytkyi) 

教育科学省は省庁改変により、「教育科学・青年スポーツ省」となり、職員数も 30％削減さ

れる予定。日本センタープロジェクトを高く評価しており、ぜひ継続してほしい。UAJC

はウクライナ・日本の人道分野において大きな役割を果たした。ソ連時代には日本の文化

や情報に触れる機会はほとんどなく、あってもモスクワ経由で部分的に得るだけであった。

日本に関する知識がまったくなかったが、UAJC の活動により、日本に関して関心を持つ

ようになった。UAJC は一般の人々のコミュニケーションとして、また、ビジネスの架け

橋として重要であり、ウクライナ側の予算措置がもしできるようになれば、日本について

ウクライナ全土に広げたい。 

 

（伏見） 

JICA のプロジェクトは終了するが、センターは継続する。これまで貴省が光熱水費を負担

してくれたおかげで活動ができた。これをプロジェクト終了後も継続いただくにはどのよ

うな対応が必要か？ 

 

（Sukholytkyi） 

政府間の国際協定が必要である。これがあれば負担する根拠となりえる。必要であれば責

任者に会わせ具体的な必要書類の準備など話しあってもらうことも可能である。政府間合

意となるので、ウクライナ側は当省、財務省、経済省、法務省からの承認は必要であると

考える。 
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（伏見） 

大使館を交えて議論したい。 

 

（Sukholytkyi） 

日本においてもウクライナのことを宣伝することは重要であり、将来的にはウクライナセ

ンターを日本に作りたい。両国の交流がさらに活発となることを期待する。・ 

 

（伏見） 

来年 3 月に UAJC にて留学フェアを開催予定である。日本の大学が何校かウクライナに来

る予定であり、留学生の交流が広がることを期待したい。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 17 日、16:15～17:00、UAJC 

聴取相手 Mr. Ivan Sarwar 

我方参加者 伏見、水野 

 

ビジネスプログラムの Ivan Sarwar 氏に「カイゼン・クラブ」について聴取したところ以

下のとおり。 

 

・ 「カイゼン・クラブ」は業界の中にもカイゼン・クラブ（例えば、家具協会の中のカイ

ゼン・クラブなど）が作られているが、本「カイゼン・クラブ」は全業種を対象としウ

クライナ全土での展開を予定している。 

・ 「カイゼン・クラブ」は NGO として発足予定。先日発足イベントを行ったばかりであ

る。とりあえず代表は水谷所長となっているが、事務局は自分（Ivan 氏）が代表とな

る予定。 

・ 「カイゼン・クラブ」では、カイゼン、５S、TPS、TQM 等に関するセミナーの実施、

企業内研修の実施、コンサルティング、研修等のサービスを行う予定。 

・ メンバーフィーは 100 ドル（年間）。基本的にサービスは有料であるが、オープンセミ

ナーは無料で実施したいと考えている。 

・ 年間予算（試算）は 5.6 万ドルを想定（事務局の人件費等の固定費。JTI から年間 5 万

ドルの援助を受ける予定。その他 EBRD の BAS プログラムへの参加や EC からの援助

なども想定している。 

・ もともとも構想は、プロジェクト終了後は KPI に職員の雇用が引き継がれる予定であ

るが、KPI の給与は非常に低いため、それを補填するための事業として「カイゼン・ク

ラブ」の案があがった。「カイゼン・クラブ」については、KPI 側も合意している。 
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日時・場所 2010 年 12 月 20 日、13:30～14:10、KPI 

聴取相手 Dr. Yakimenko (KPI 第一副学長)、Mr. Ogorodnik（UAJC ウクライナ

側副所長)、Ms. Lugovska（KPI 側 UAJC 調整担当） 

我方参加者 伏見、水野、寺尾、Yulia Zamorska（通訳） 

 

冒頭、伏見課長より中間レビューの実施方法及びＭＭ署名について説明。 

 

（Dr. Yakimenko） 

UAJC が KPI の中に設立されたこと自体が大きな成果であったと評価したい。KPI は旧ソ

連の中でも も大きな大学であり、4 万人の学生と、1 万人の職員を有す。これらが全て

UAJC のことをよく知っているだけでなく、何らかの形で関与している。具体的な成果と

しては、日本語講座の実施では多くの受講生が日本語を学ぶ機会を得、また、経済の面で

はウクライナ全土が様々な観点から裨益した。日本文化の行事も活発に実施された。また、

なんといっても、UAJC のお陰で日本のハイレベルの研究者とコネクションを持つことが

できたことは大きい。東京大学の岩田教授等、今も常に連絡を取り合っている。また、広

島長崎平和講座や京都市との姉妹都市 40 周年記念行事の実施、ウクライナ全土における日

本センター支所の設置など、多くの効果を生んだ。 

 

（伏見） 

大変高い評価をいただけたと考える。本調査団の調査結果では、本プロジェクトは初期の

目標を達成したと考えている。現在、日本側関係者がプロジェクト終了後 UAJC に対して

どのような投入ができるのかを検討している状況にある。プロジェクト終了後の UAJC の

体制については、投入に見合った体制を構築するべきと考える。 

 

（Dr. Yakimenko） 

UAJC が KPI に運営体制を移管するに当たっての問題として、財務的な問題（光熱水費及

びスペースの借料）があげられる。これまでのように国家予算が使えないので、大学で受

けている基金等を充てる必要がある。また、人事の面でも UAJC 職員に対し給与を支払う

用意はあるが、他の職員と同様のレベルとなる。もちろん、UAJC が独自に事業を行いそ

の収益で職員の給与の補填を行えるのであればよいが。そもそも UAJC は「日本」という

ことで関心を生んでおり、日本側が今後も参加することは不可欠。 

これまで、日本センターを運営するに当たって、KPI としては、143 万グリブナを支出し

ている（光熱水費、スペース、掃除要員、電話代等）。これらは国際約束に基づき確保した

ものであるが今後どうなるかは未だ不明である。 

KPI が運営に対し責任を持つに当たっていろいろと課題があることを理解いただきたい。 

（ここで途中退席） 
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（Mr. Ogorodnik） 

UAJC のスタッフが KPI 職員の給与レベルとなって果たして残るのか。UAJC の職員が今

の給与を維持するには事業で稼ぐしかない。また、ウクライナ国籍ではない、日本国籍の

者の扱いなどの問題もある。なお、国立大学には定員制度があり、現在で定員はいっぱい。

これを増やす必要があるがそう簡単ではない（2009 年の新規採用はゼロ）。 

 

（Ms. Lugovska） 

UAJC は日本の組織であり、UAJC 所長は日本人でなければならない。ぜひ日本人の専門

家派遣の継続を希望する。 

 

日時・場所 2010 年 12 月 21 日、KPI 

聴取相手 Dr. Yakimenko (KPI 第一副学長)、Mr. Ogorodnik（UAJC ウクライナ

側副所長)、Ms. Lugovska（KPI 側 UAJC 調整担当） 

我方参加者 高橋（大使館）、伏見、水野、寺尾、Yulia Zamorska（通訳） 

 

 冒頭、伏見課長よりミニッツの内容の説明を行った。 

 

（Dr. Yakimenko） 

評価ミッションの調査に感謝する。ご報告いただいた内容に合意する。プロジェクトの活

動や成果について、特段のコメントはない。結論及び提言についてのみじっくり読ませて

いただき、何か追記等あれば明日連絡する。 

なお、今後のことであるが、現時点でわかることについてのコメントは次の通り； 

・ KPI 内の UAJC 規程：UAJC は KPI の一部署として位置づけられている。今後の活動

に見合った形に修正する必要がある。 

・ 政府間協定：政府間の話に KPI が口を出すことはできないが、提案はできると思う。

大統領訪日にあたり、UAJC に関する情報を KPI 側からも政府に提供している。 

・ UAJC の活動の規模及びレベルを維持するためにも、今後も日本側の何らかの投入は必

要。KPI 側ももちろん努力するが、日本側にもぜひ検討をお願いしたい。 

・ JICA については、市場経済化支援の枠組みの中で今後も何らかの協力をお願いできれ

れば幸い。 

・ JICA が日本の他の機関を巻き込んでいただけるとありがたい。 
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日時・場所 2010 年 12 月 22 日、14：40-15：20 KPI 

聴取相手 Dr. Zugrovsky（KPI 学長）、Dr. Yakimenko (KPI 第一副学長)、Mr. 

Tsiganok (UAJC ウクライナ側所長)、Mr. Ogorodnik（UAJC ウクライ

ナ側副所長)、Ms. Lugovska（KPI 側 UAJC 調整担当） 

我方参加者 高橋（大使館）、伏見、水野、村上、古川、寺尾、Yulia Zamorska（通

訳） 

 

（Dr. Zugrovsky） 

これまでの JICA と KPI の協力関係に大変満足している。評価調査のミニッツについても

同意するので今般署名したい。 

今回の調査団の UAJC に対する高い評価に改めて感謝する。UAJC の文化事業はまさに両

国の架け橋となった。また、本邦研修では、50 名を超えるウクライナ人が日本を訪問する

機会を得、ウクライナ人の人材育成に大きく貢献した。広島･長崎平和講座を通して、ウク

ライナの青年が平和の価値観を持つようになったと思われる。これについては、ウクライ

ナの全ての大学に導入したいと考える。 

将来の UAJC の活動に必要なものは新たな建物（建設中）であるが、残念ながらプロジェ

クト期間中に完成できなかった。プロジェクト終了後も日本側からも働きかけをお願いで

きれば幸い。 

 

（伏見） 

建物の件につき、KPI が努力していることについては承知している。プロジェクト終了後

は関係機関に働きかけたい。また、2 月上旬をメドに、日本側関係者とプロジェクト終了後

にどのように UAJC を活用し、どのような協力ができるか、話し合いたいと考えている。 

 

（Dr. Zugrovsky） 

2 月の協議には関心をもって参加したい。将来的な戦略が必要であり、ぜひその際に話し合

いたい。 

以 上 

 





















































































































 

Ukraine-Japan Center Project 
Evaluation Grids for the Terminal Evaluation 

30 November 2010 
 
I. Achievements 

Main 
Categories 

Sub Categories 
Source of 

Information 
Ways of 

collection
1. From Japan 
 Planned and actual inputs of the long-term and short-term experts; 

person-months of dispatch of the experts as of November 2010 
 Number of staff employed by UAJC and their assignment 
 List of the equipment supplied by JICA and status of utilization 
 Collection of the UAJC library 
 Annual project operation costs borne by JICA as of November 2010, 

sorted with expense items 
 Name of trainees, duration and subjects of the training courses in 

Japan 
 

Project 
records 
 
UAJC 
JICA 

Literature 
review 
 
Interview 

2.From Ukraine 
 List of the project counterpart personnel (CP) and their assignment 

in the project activities 

Project 
records 
 

Literature 
review 
 

 Number of staff employed by KPI and their assignment 
UAJC Interview 

 Investment and operation costs that have been borne by the 
Government or KPI to implement this project for last 5 fiscal years 
(2006 to 2010), sorted with expenses items 

 

UAJC Literature 
review 
Interview 

1. Inputs 

 Physical resources provided by the Government (center facilities, 
office space, utilities, etc.) 

 

UAJC Interview 

1. Achievements of the project purpose 
 Achievements shown in the indicators of the present PDM 
 

Project 
records 
 

Literature 
review 
 

2. Development of the business program 
 An extent of varieties of the business courses conducted, compared 

with those specified in the activities 1-1 in PDM 
 Development of trade and investment facilities that include the 

database of Ukrainian and Japanese enterprises, mechanism for 
business affiliation, and analysis on the investment environment 

 Development of industrial-academia-government collaboration 
(IAGC) that include provision of information on the Japanese 
system, survey and analysis on the needs of IAGC, and design of a 
model 

 

Project 
records 
 
UAJC 
 

Literature 
review 
 
Interview 
 

3. Development of the Japanese language courses 
 Any outcomes from support for expanding a network of Japanese 

language lecturers/teachers in Ukraine 

UAJC 
 

Interview 

4. Mutual understanding activities 
 Mechanism to promote exchanges or interaction among entities 
 Mechanism to provide information on study in Japan 
 

UAJC Interview 

2. Project 
purpose 

5. Establishment of UAJC institution 
 Decision making system for planning and disbursement – for an 

example, in case of Japanese language education, decision making 
for course management that includes lecturer appointment, transfer 
of teaching technologies to Ukrainian lecturers, and others. 

 Number of local staff functioning as “line” for decision making 
 

KPI 
UAJC 
 

Interview 

3. Overall goal 
1. Prospective of the achievement of the overall goal 
 Achievements shown in the indicators of the present PDM 
 

Project 
records 
 

Literature 
review 
 

Administrator
４．評価グリッド



 

2. Other applicable indicators: 
 Institutional positioning of UAJC in KPI 
 Formulation of a long-term-operation plan (UAJC policy, fiscal 

policy) 
 Formulation of UAJC management regulations (personnel 

management, provision of salary, etc.) 
 

KPI 
UAJC 
 

Interview 
 

 

II. Implementation Process 

Main 
Categories 

Sub Categories 
Source of 

Information 
Ways of 

collection
 Role of the CP personnel in the project activities - their role to perform 

the project activities 
Project 
records 

Literature 
review 

1. Technical 
transfer 

 Role of the UAJC staff (employed by JICA) and training for them that 
has been conducted so far if any 

 Role of the KPI staff (employed by KPI) and training for them that has 
been conducted so far if any 

 

Project 
records 
 

Literature 
review 
 

2. New 
building 
 

Construction of the new building where UAJC is planned to move to; 
 Prospective time to complete the interior finish work 
 Floor space (m2) in the new building that is available to UAJC 

operation 
 

KPI Interview 

1. Management for inputs 
 Were there any excess or deficiency in specialties of short term 

experts and in inputs of their person-months? 

UAJC Interview 

 Could CP personnel of UAJC be engaged in the activities and/or 
project management for enough time? 

UAJC 
 

Interview 

2. Information sharing with other Japan centers in the CIS member 
countries: 
 Cases of information sharing with other Japan centers 
 Sharing of teaching materials with Russia-Japan Centers 
 

UAJC Interview 

3. Project 
management 

3. Inner and outer factors that have affected implementation of the 
Project 
 
 Any restriction in the UAJC operations due to requirements of the law 

and regulations of Ukraine 
 Turnover rate of the staff of UAJC 
 Recent increase of business schools in Ukraine 
 

UAJC 
 

Interview 

4. Project 
ownership 

 Interest of KPI on UAJC operation: development of IAGC, 
introduction of advanced technologies that include environmental 
engineering, energy saving, and material engineering, etc. 

 Efforts to construct the new building 
 Provision of the KPI staff and budgets for operating UAJC 
 

KPI 
UAJC 

Interview 

 

III. Five Criteria Evaluation 

1. Relevance 
Questions for Evaluation 

Main Categories Sub Categories 
Required data and information 

Source of 
Information 

Ways of 
collection 

1. Priorities in 
relevant national 
policies of Ukraine 

 Human resource 
development for the 
SME sector 

 Strengthening of 
industrial 
competitiveness 

 Cabinet Decree No.829 (August 2005) 
 MDGs of Ukraine (September 2000) 
 National Modernization Strategy to 

2020, Ministry of Economy 
 

UAJC 
SCURPE 
JICA 

Literature 
review 

2. Needs of the 
implementation 
agency (KPI) and 
the Government 

Implementation or 
recipient agency (KPI): 
 

 Development of 
industrial-academia-government 
collaboration (IAGC) 

 Development of trade and investment 
facilities 

KPI 
SCURPE 
UAJC 

Interview 



 

 Introduction of advanced technologies 
 An extent of needs for provision of 

business management training to the 
SME sector in Ukraine, corresponding 
government policies for provision of the 
training 

 
3. Needs of the 
beneficiaries 

How SME can be 
benefited by business 
training 

 Needs of entrepreneurs and SMEs for 
practical business training 

 Opportunities of business training in 
Ukraine and advantages of the 
business training given by UAJC 

 

KPI 
SCURPE 
UAJC 

Interview 
 

4. Project 
approaches were 
appropriate? 

Selection of the project 
components 

 
 Business program 
 Japanese language education 
 Mutual understanding activities 
 Development of UAJC institution 

 

UAJC Interview 

Relevancy with the 
prioritized issues in 
ODA by Japan 

 Joint announcement on the partnership 
between Japan and Ukraine (July 2005)

 ODA Charter of Japan (2003) 
 

JICA Literature 
review 

5. Does the 
project meet the 
aid policies of the 
Japanese 
government? Relevancy with the 

assistance plan or 
guideline for Ukraine 

 Guideline for Economic Cooperation for 
Ukraine (latest version) 

JICA Literature 
review 

 Have there been any changes in state 
policies and macro economy that can 
affect the project since 2006? 

UAJC Interview 6. Others 

 Recent increase of business schools in 
Ukraine 

 

Grid II-3-3  

 
2. Effectiveness 

Questions for Evaluation 
Main Categories Sub Categories 

Required data and information 
Source of 

Information 
Ways of 

collection 
1. Project purpose 
can be achieved? 

Progress in 
achievement of the 
project purpose 

 An extent of achievement shown in the 
Achievement Grid 

 

Grid I-2 Literature 
review 

2. Causal relation 
“from outputs to 
project purpose” 

Contribution of outputs 
for achieving the project 
purpose 
 
 

How much following approaches would 
be able to contribute to materialize the 
project purpose. 
 
 Business program 
 Japanese language education 
 Mutual understanding activities 
 Development of UAJC structure 

 

UAJC Interview 

  Any of activities in following approaches 
should be strengthened further more? 
 
 Business program 
 Japanese language education 
 Mutual understanding activities 
 Development of UAJC structure 

 

UAJC Interview 

 
3. Efficiency 

Questions for Evaluation 
Main Categories Sub Categories 

Required data and information 
Source of 

Information 
Ways of 

collection 
Check on progress of 
the inputs 

 Person months that have been put into 
the project so far 

 Project operation costs that have been 
disbursed so far 

 

Grid I-1 Literature 
review 

1. Progress of the 
inputs 

Appropriateness of the 
inputs 

Inputs were made appropriately in terms 
of timing, quality/quantity and utilization? 

UAJC Interview 



 

  
 Japanese side: JICA experts, 

equipment, training in Japan, project 
operation costs 

 Ukrainian side: CP personnel, building, 
facilities, project operation costs 

 
2. Achievement of 
the outputs 

Generation of the 
outputs as of December 
2010 and an extent of 
their achievement 

 Achievements of the outputs shown in 
the indicators 

 

Project records Literature 
review 

To achieve the outputs, 
are there any excess or 
deficiency in the inputs? 

 Any excess or deficiency in the inputs 
of personnel and/or physical resources

UAJC Interview 3. Causal relation 
among inputs, 
activities and 
outputs To achieve the outputs, 

can situations in outside 
of the project have any 
effects? 

Any effects from situations in outside of 
the project to generate Output 1 to 4: 
 
 Effects from the global financial crisis 

in October 2008 to the 
macroeconomics of Ukraine 

 Investment trend in the SME sector 
 Expenditure of the government 

budgets 
 

UAJC Interview 

4. Project costs 
efficiency 

Project purpose can 
justify the total input 
costs? 

 Comparison of the total costs with 
other Japan centers in the CIS 
member countries 

 

JICA Literature 
review 

5. Coordination 
with other similar 
projects 
 

  Possibility of coordination with 
TAM/BAS Program in Ukraine 

 Possibility to coordinate with the other 
similar project(s) 

 

UAJC Interview 

 
4. Impacts 

Questions for Evaluation 
Main Categories Sub Categories 

Required data and information 
Source of 

Information 
Ways of 

collection 
Prospect of 
achievement of the 
overall goal 

 Prospect based on the indicators for 
the overall goal 

 Prospect based on an extent of 
achievement of the project purpose 

 

Grid I-3 
 

Literature 
review 

 Government policies to develop and 
support the SME sector and to 
strengthen industrial competitiveness 

 

Grid III-1-1 Interview 

 Current and future (post project stage) 
policies of NTUU (KPI) to operate 
UAJC 

 

KPI Interview 

1. Probability of 
achievement of 
the overall goal 

Any factors that may 
promote generation of 
the overall goal 

 Any other factors that may promote or 
hinder generation of the overall goal 

 

UAJC Interview 

Are there any spillover effects in following 
activities? 
 
 Business program 
 Japanese language education 
 Mutual understanding activities 
 Development of UAJC structure 

 

UAJC 
 

Interview 
 

3. Spillover effects  

 Process to open Japan Center in 
Dnipropetrovsk Mining University 

 

UAJC Interview 

 
5. Sustainability 

Questions for Evaluation Required data and information Source of Ways of 



 

Main Categories Sub Categories Information collection 
1. General   What are benefits that the Project is 

expected to leave? 
 Among the above, which benefits can 

or should be sustained? 

UAJC Interview 

 National policies to support the SME 
sector and to strengthening industrial 
competitiveness 

 

Grid III-1-1 Literature 
review 

2. Aspect of policy  

 Policies of NTUU (KPI) to operate 
UAJC 

Grid III-4-1 Literature 
review 

3. Institutional side   Institutional structure of UAJC – a 
progress in preparation  for operation 
by KPI as its subordinate entity 

 Possibility for KPI to employ the UAJC 
staff 

 

KPI 
UAJC 

Interview 

4. Financial side   Needs for financial independence 
 Conditions of self-sustaining account – 

possible cost coverage with the center 
revenues and KPI budget 

 

KPI 
UAJC 

Interview 

5. Technical side   Process to transfer management of 
UAJC from JICA to KPI 

 

UAJC 
JICA 

Interview 

 
Remarks: 
(1) Information of the screened parts has been collected or is to be collected by other questions. 
(2) “Project records” refer collectively to documents that have been prepared by UAJC. 
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2010 年 12 月 15 日 

国際交流基金 日本語教育支援部 

 

 

 

１． 調査概要 

1.1 調査期間 

2010 年 12 月 13 日（月）・14 日（火） 

 

1.2 調査者 

阿部洋子（国際交流基金日本語教育支援部教師研修チーム長） 

鈴木勉（国際交流基金日本語教育支援部講座チーム長） 

 

1.3 目的 

ウクライナ日本センター（以下、UAJC）プロジェクトは、国際協力機構（以下、JICA）

の技術協力プロジェクトの一環として、キエフ工科大学（以下、KPI）がウクライナ側

の実施機関となり始められた。プロジェクトの目標は「ウクライナが市場経済への移行

を進めるに当たって必要な人材を育成するとともに、日本の顔として日本・ウクライナ

両国の相互理解の促進、人脈形成に寄与する」こととされており、ビジネスコース、相

互理解講座、日本語コースを実施している。国際交流基金（以下、JF）は、日本語コ

ースの立ち上げ時からコース運営を担当する日本語教育派遣専門家を配し、プロジェク

トに協力している。 

本プロジェクトは、2006 年 5 月から 2011 年 5 月までの 5 年間という期限で実施さ

れるものである。本報告では、プロジェクト終了に際して、日本語教育事業のウクライ

ナの日本語教育における日本語コースの位置づけを確認し、運営に対する提言を行う。 

 

1.4 方法 

・ 関係者からの聞き取り調査 

・ 既存データ（各種報告書）の活用 

 

２．ウクライナの日本語教育における UAJC 日本語コースの位置づけ 

 UAJC で教える日本語教師とコース受講者に対する聞き取り調査から、本コースのウ

クライナの日本語教育における位置づけを報告する。 

 一言でまとめると、日本語と日本文化の両方を学べるコースになっていることが、日

本に対して強い興味・関心を持ち積極的に日本を理解しようとする日本語学習者にとっ



 

－109－

て大きな魅力であり、他の日本語教育機関にはない特徴ともなっている。この特徴から、

プロジェクトの目標に掲げられている日本・ウクライナ両国の相互理解の促進に大きく

貢献しているといえよう。 

 

2.1 日本語コースの特徴 

ウクライナは、東欧地域においてロシア、ポーランドについで 3 番目に日本語学習者

の多い国であり、学習者の増加傾向は続いている。日本語学習に対するニーズが高いこ

とがわかるが、そのウクライナのキエフ市内で、大学の日本語専攻学科以外で継続的に

日本語学習ができる機関は非常に限られており、UAJC 日本語コースが唯一であるとい

ってよい。民間で日本語を教える機関がないわけではないようだが、今回の聞き取り調

査では、その存在を明確に知っている者はなかった。 

他に類似の日本語教育機関がない環境からか、2009 年の中間報告書でも応募者が 2

倍あることが報告されているが、2010 年度の受講者募集の際にも、ほとんど目立った

広報をしなかったにも関わらず定員 200 名のところ 343 名の応募があったという。新

規の応募者は、口コミなどでコースの存在を知り応募してくるようだ。初心者コースの

受講希望者を全員受け入れることができないため、選別試験を実施するくらいコースの

人気は高い。 

UAJC が開講しているクラスのうち、長期クラスは、初級 3 年間、中級 3 年間と日

本語を継続的に学べることも特徴のひとつである。受講者の特徴は後述するが、日本語

を学ぶことが楽しい、日本語学習は趣味だという受講者にとって、学習が継続できる環

境があることは UAJC コースの受講動機にも大いに影響を与えるものであろう。 

短期クラスは、上級と子ども対象のクラスが開講されてきた。短期コースは、派遣専

門家の得意分野や志向、応募状況等によって開講されるクラスに変化が見られる。現在、

子どもクラスは開講されていない。コースの立ち上げ期には、子どもクラスの開講のた

め広報にも力を注いでいたそうだが、専門家の交代に伴い、子どもクラスの開講は見送

られた。上級クラスについても、内容の変更が見られる。常設の上級クラスは、日本語

能力試験 2 級と 1 級対策クラス、文部科学省奨学金留学生選考試験対策クラスである。

過去には、日本事情を学び日本理解を深めるクラス、ビジネス日本語や通訳の基礎を学

ぶクラスなどが開講され、上級レベルの受講者のニーズにきめ細かく対応していたよう

だが、どのような上級クラスを開講するかについては、専門家個人の判断に任せられる

だけでなく関係者間の協議が必要であろう。 

日本語コースでは、長期・短期クラスのほかに、毎月 1 回特別講座を実施している。

日本文化や現代日本事情の紹介、書道などの体験講座、さらに、キエフ在住の日本人と

の交流会などを通して、直接・間接的に日本を体感し、日本理解を深めることが狙いと

なっている。特に日本人との交流会は、受講者にとって非常に魅力的なプログラムのよ
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うで、今回の聞き取り調査で、UAJC コースに入れば日本人と話ができると思って受講

を希望したという受講者が複数あった。 

日本語コースの受講者は、UAJC 相互理解講座にも積極的に参加し、日本文化の理解

を深めることに意欲的であることも、聞き取り調査からわかったことのひとつであるが、

こうした受講者のニーズに応えられるように講座が実施されていることが、UAJC の最

大の特徴であるといえる。 

 

2.2 受講者の特徴 

受講者は、社会人と日本語を専攻していない大学生・大学院生がほとんどで、2010

年度の長期コースでは、社会人と学生の割合が半々とのことである。年代は 20 代の若

者中心である。 

受講者の日本語学習の目的について、前任の UAJC 派遣専門家が調査している。そ

の結果を見ると、学習目的の第一位は日本語によるコミュニケーション、第二位が日本

文化に対する興味、第三位は受講者に大学生が多いためか、留学希望となっている。将

来の就職や現在の仕事における必要性といった実用的なものは少ない。今回の聞き取り

調査でも、日本語を使ってする仕事は限られていること、日系企業に就職しても日本語

を使う機会は非常に限られていることがわかった。キエフ市内で日本語を使う機会はほ

とんどないにも関わらず、日本語によるコミュニケーションが第一位に上がっている理

由について、前任の派遣専門家はキエフの大学における外国語教育が言語知識中心にな

されているからではないかと考察している。つまり、実用的な言語運用力を身につける

ための学習に対するニーズが表面化していると解釈できる。現実的には日本語を使う機

会はなくても、日本語をコミュニケーションの道具として用いることができるようにな

る学習に強い関心があるということであろう。今回の聞き取り調査で何人かの受講者が

日本語学習は趣味だと言っていたが、趣味の楽しさは、知識が増える楽しさというより

技能が身につく楽しさを伝えようとしているのではないかと推察される。 

 派遣専門家の調査では、日本文化に対する興味について、文化の中身を細分化して尋

ねている。それによると、興味のある分野の第一位は伝統文化、それに拮抗して日本人

の生活・習慣が第二位、次に、日本人の考え方、ポップカルチャーと続いている。今回

の聞き取り調査でも、日本のアニメ・漫画等のポップカルチャーとの接触や先進的な科

学技術を持つ国というメディアによる情報を契機に日本に関心を持ち始めるようだが、

茶道や歌舞伎、武道といった伝統文化にも関心を寄せ、日本文化に対する理解を深めよ

うとする受講者が多いことがわかった。 

コースで教える日本語教師から、受講者の日本語学習に対するモティベーションが高

いことが指摘されているが、モティベーションの高さは、本コースの継続率の高さにつ

ながっていると推察される。2009 年の中間評価調査報告書では、長期コースの継続率
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は 80％とあるが、2009 年度から 2010 年度にかけて初級クラスの継続率は 88％であっ

たとのことだ。 

 

2.3 教師 

UAJC 専属の教師は、JF 日本語教育派遣専門家 1 名と日本語コースの教務主任の役

割を担う UAJC 所属のウクライナ人講師 1 名（以下、教務主任）である。他に、キエ

フ国立大学の教師、キエフ言語大学の教師が非常勤で教えている。 

教務主任は、事務処理能力にすぐれ、教師としても受講者から高い評価を得ている。

派遣専門家は短期間で交代していくので、継続してコース運営に携わる立場にいる現地

講師の存在は、コースの安定的な継続と充実には欠かせない。当該の教務主任が継続し

てコース運営に携わっていければ、いずれ現地主導でコース運営が進められるようにな

るだろう。 

他大学の教師にとって、UAJC コースは受講者のモティベーションの高さ、教材・教

具の利用しやすさ等から、教授環境に恵まれたやりがいのあるコースである。教えるこ

との楽しさは、教師の資質や能力を向上させることに寄与するものである。本コースは

受講者にとってのみならず、教師にとっても非常に魅力的で、人材育成に貢献するもの

でとなっている。 

 

2.4 施設・設備 

 日本語教育のための施設・設備の面における現状の利点と不足点を以下に記す。 

 利点としては、日本語コースの講師のための事務スペースがあり、教材と機器類が充

実していることが挙げられる。キエフでは大学によっては講師個人のための事務スペー

スがなく、授業の準備その他の業務は自宅ですると聞いた。UAJC には常勤の講師のた

めのスペース以外に講師控え室があり、授業の準備その他の個人作業だけでなく、講師

間の共同作業もできるようになっている。また、教材が利用しやすい形で保管されてい

ること、機器類の充実、補助教材として利用する配付資料のコピーが自由に取れること

も効率的・効果的な授業実施の助けとなっている。 

さらに、UAJC の図書館も日本語学習者や日本語教師にとって、利用価値の高いもの

である。語学教材、文庫等の書籍、日本留学関連の図書、雑誌等の図書類だけでなく、

DVD の視聴やインターネット接続ができるコンピュータが置いてあり、日本語に接触

する機会だけでなく、今の日本に関する情報にアクセスできるようになっている。図書

館について不足を挙げるなら、文化理解を含めた専門的な文献、日本研究のための文献

がそろっていないことである。 

 大きな不足点は、教室が 2 室しかないことである。教室が 2 室しかないために、開講

できるコースと人数が制限されている。日本語学習は日本理解の促進に貢献するものだ
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が、キエフ市内で一般社会人が学べる数少ない日本語コースであるにもかかわらず、応

募者全員を受け入れることができない事態を招いている。今以上に大人数が収容できる

教室や、少人数クラス向けの教室が複数あれば、学習者のニーズに合わせたコースの充

実をはかれるだろう。 

 

2.5 日本語教育の充実をはかる日本語教師会支援 

 日本語教育の充実と発展には、現地の日本語教師が協力しあい、地域全体にかかわる

行事の運営や問題解決に取り組む体制が作られていることが必須である。ウクライナ日

本語教師会も、そうした目的から 1995 年にキエフ日本語教師会として発足された。 

 現在の教師会の主な活動は、それぞれ年に 1 回実施される「日本語能力試験」、「日本

語弁論大会」、「国際公開シンポジウム」、「日本語教育セミナー」の実施に関わる運営だ

そうだが、準備作業等に必要な会議室や資料作成等において、UAJC が施設・設備、人

手も提供しており、事務局としての機能を果たしている。現在の教師会の会長は、大学

所属で UAJC のクラスを担当している若手の教師である。実際の教師会のそれぞれの

活動の一連の過程で情報の集約と提供を行うのは事務局であるため、事務局に依存する

部分が非常に大きい。昨年度までは、UAJC に派遣されていた国際交流基金の日本語教

育専門家がアドバイザー業務を担当していたため、教師会の活動の事務局作業は円滑に

進められていた。UAJC に派遣された専門家の業務として認められていたからである。

今年度の派遣専門家の交代に伴い、アドバイザー業務をキエフ国立大学派遣の専門家に

移管されたことで、UAJC 派遣専門家を通して事務局への作業依頼をしなければならな

くなったことが問題になってきている。 

 JF 派遣専門家のアドバイザー業務を派遣先に帰属させるのがよいか、専門家の資質

や経験に鑑みて専門家個人に帰属させるのがよいか、簡単に解答が得られるものではな

い。しかしながら、日本語教育機関として中立的な立場にあり、かつ施設・設備面でも

充実している UAJC に派遣される専門家に帰属させる方が活動そのものの円滑化を図

るにはよい。UAJC プロジェクト終了後も、日本語コースの継続は予定されていると聞

くが、ウクライナにおける日本語教育事業を包括的に掌握する役割をポスト UAJC が

担うことが望ましい。 

 

 

参考：2008 年度日本語コース終了時アンケート調査結果 

受講者からコースがどのように評価されているかを概観するために、2009 年 6 月の

2008 年度日本語コース終了時に長期コースの受講者対象に実施されたアンケート結果

を紹介する。このアンケートでは、以下の項目について 5 段階で評価を求めている (ア

ンケートの回答数は全部で 93)。（  ）の数字は平均値で、数値が高いほど評価が高
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いことを示す。 

 

①クラスの勉強は面白かったですか。（4.72） 

②クラスのレベルはちょうどよかったですか。（4.55） 

③教材・資料の内容は適当でしたか。（4.63） 

④教師の教え方は分かりやすかったですか。（4.46） 

⑤あなたが勉強したかったことが勉強できましたか。（4.11） 

⑥学習時間は適当でしたか。（3.66） 

⑦学習時間帯は適当でしたか。（4.63） 

⑧1 クラスの受講者の人数は適当でしたか。（4.32） 

 

学習時間数⑥に対する評価以外はいずれも高く、受講者にとって満足度の高いクラス

であったことがわかる。特に勉強の面白さに対する評価が高いことから、受講者のモテ

ィベーションの高さに助けられていたとしても、受講者のニーズを充たす良質の授業が

実施されていたと解釈できよう。受講者のコメントが残されていないため、数値の意味

を的確に解釈することはできないが、他の項目の評価の高さから推察するに、学習時間

数については、もっと時間数を増やしてほしいということなのではないか。 

受講者が期待を持ってクラスに参加し、その期待を裏切らない形でクラス運営がなさ

れているコースであるといえよう。 

 

以上 
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